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1章 序論 

1.1 背景 

平成 23 年の森林・林業基本計画（林野庁 2011）では，効率的で安定的な林業経営による持続可能な

林業を推進することが閣議決定され，これを達成するためには施業の集約化や路網整備と林業機械の導

入による採算性の向上が必要であるとしている。その中で，路網整備はこれまで一般車両の通行が可能

な車道である林道と，一般車両の通行は想定しない一時的に利用する作業道，通常林業用の機械のみが

走行可能で，一時的に利用する作業路ごとに国や地方公共団体から補助が行われてきた。しかし，近年

では作業道や作業路の作設技術の向上によって，簡易で耐久性のある作業道や作業路が整備され，その

ような道路を長期間利用することで，作業効率の高い木材生産を行う事業体が現われてきた。そこで，

林野庁はそのような道路の工法や手法を取りまとめ，それらの整備を進めるために，「作業路作設の手

引き（林野庁 1999）」を作成し，これを受けて各都道府県は「作業道開設基準」を作成した。しかし，

作成した名称は，林野庁では作業路としているのに対し，各都道府県では作業道としており，簡易で耐

久性のある道路に対するそれぞれの認識は異なっている。これは作業道と作業路は上述した基準で区分

されてはいるものの，実際には地域や事業体，路網整備を行う関係者間でこれらの路網に対するイメー

ジが異なっているためである（林野庁 2010a）。 

そこで，各関係者の認識を共通化させ，効率的な作業システムの構築に向けた路網整備を加速するた

めに，森林・林業再生プラン推進本部の路網・作業システム検討委員会では，従来，区分されていた林

業に利用する路網を林道，森林作業道，林業専用道の 3 種類に新たに区分しなおした。まず，路網を「車

道」と，主として林業用の機械が継続的に走行する「森林作業道」に区分し，さらに「車道」を一般の

車両の走行を予定して開設する「林道」と森林施業専用の車両（10t トラック等）の走行を予定して開

設する「林業専用道」とした（林野庁 2010a）。また，路網・作業システム検討委員会では，新たに作

成した林業専用道と森林作業道の整備促進のために，それぞれ「林業専用道作設指針」，「森林作業道作

設指針」を制定し，さらに 3 種類の路網密度の目安と作業システムの一例を地形傾斜別に示している（表

－1.1，表－1.2）。 

林野庁（2010 b）によると，平成 19 年度末の林道総延長は 13.1 万 km，当時の区分による作業道総

延長は 9.8 万 km であり，公道等を含めた林道密度は 12.9 m/ha，作業道密度は 3.9 m/ha である。し

たがって，平成 19 年度末での林道密度は表－1.1 に示した値に近づいている。一方で，平成 19 年度末

で示されている作業道が路網・作業システム検討委員会で新たに区分した林業専用道と森林作業道のど

れに該当するかは分からないが，いずれの場合でも密度は表－1.1 の目安には到達していない。このこ
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とから，林道密度は表－1.1 に示した目安に近づいているものの，林業専用道や森林作業道は目安に到

達していないことから，今後は全国的には林道整備の規模は縮小し，林業専用道や森林作業道の整備が

拡大する状況にある。その中で，森林作業道は他の道路よりも林内に高密に作設される上に，林業作業

の根幹となる路網であることから，特に整備を進める必要がある。森林作業道の整備を進めるには，森

林作業道の作設計画（図－1.1）を立てることが必要となるが，その森林作業道の作設計画の流れは，ま

ず作業システムを決定し，次に使用する機械に適した路網密度や幅員等の規格を設定する。その後，地

形図から，開設できる場所を選定し，路網配置を検討する。最後に，現地踏査によって路線を決定し，

路網を作設する。 

まず，最初の作業システムの決定では，林業の経営方針や施業技術，所有している林業機械，現場の

地形条件や林況から適した林業機械を決定する必要がある。これまで，地形傾斜や年間生産量，集材形

態（全木や短幹），林況などから各現場に適する作業システムおよび林業機械が提案（林野庁 2010a，

全国林業改良普及協会 2001）されており，これらを用いることで作業システムを決定できるようにな

っている。 

次に路網密度や幅員等の規格の設定では，使用する機械や地形条件から路網の規格を決定する必要が

ある。路網密度は表－1.1 で示した路網密度と決定した作業システムから目安が判断でき，路網密度以

外の森林作業道の規格は，森林作業道作設指針に目安が記されている。森林作業道作設指針は森林作業

道を作設する上で考慮すべき最低限の事項の目安が記されており，例えば傾斜に応じた幅員の規模や縦

断勾配や盛土や切土の法面勾配の目安が示されている。したがって，これらが，各現場に対応した森林

作業道の規格の参考になる。 

路網配置の検討では，まず地図上で配置を考え，次に現地踏査によって路線選定を行うが，そのため

にはどのような配置形状で，どこに開設するかを考える必要がある。森林作業道は長期間利用できる林

業用の道であり，林道より低規格な道路であることから，そのような道路に対して道路が崩壊せずに，

かつ低コストで開設，維持できることが求められている。そのため，森林作業道はそのような条件を満

たす場所に開設する必要がある。森林作業道の開設場所や路網配置に関して，森林作業道作設指針では，

開設場所は地形・地質の安定している地点とし，路網配置は作業が安全に行えて，かつ伐木造材や集材

等の作業に使用する機械の種類，性能，組合せに適合し，森林内での作業の効率性が最大になるような

配置と定めているが，具体的にどのような配置形状でどこに開設すべきかは明記されていない。このこ

とについて，森林作業道作設指針では全国一律に適用する具体的な指針を策定することは，地域におけ

る創意工夫を促す面で，必ずしも望ましくないことと，簡易で耐久性のある路網を科学的な根拠を持っ
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てデータ化し，全国に適用させることは，現状では難しいためであると述べており，どのような配置で

どこに開設するかは作設技術者に任せている。そのため，技術者の技能によって，森林作業道の配置や

開設場所は大きく変わり，場合によっては開設場所の選定ミス等による森林作業道の崩壊（林野庁 

2010）が生じている。したがって，作業効率が高く，耐久性のある森林作業道を配置するには，適切な

配置で，適切な場所に開設できる高い技能を持った技術者が必要となるが，このような技能を得るには，

長年の経験と勘を要する。 

このような背景から，森林作業道は今後も開設される状況にあるものの，路網配置の検討段階におい

て，どのような配置形状で，それをどこに開設すべきかが具体的に明らかになっていないため，路網配

置の設定と開設場所の選定は経験的知識から培われた高い技能を持った熟練作設技術者以外には，森林

作業道の配置計画は困難になっている。高い技能を持った熟練作設技術者になるには，長年の経験から

培った経験的知識が必要となるが，このような技能は感覚的で曖昧な表現で伝わっているため，経験の

浅い技術者には習得が難しい。しかし，今後路網と林業機械を組み合わせたシステムを推進させるには，

作設経験の浅い技術者でも安全で崩壊せず，また作業効率の高い森林作業道の作設計画ができる指針づ

くりが必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

細部路網

林道 林業専用道 小計 森林作業道

緩傾斜地

（0～15°）

中傾斜地 車両系 50～160 75～200

（15～30°） 架線系 0～35 25～75

急傾斜地 車両系 45～125 60～150

（30～35°） 架線系 0～25 15～50

急峻地

（35°～）

－ 5～15

100～25065～20035～50

25～40

15～25

5～15-

0～5

10～20

20～30車両系

架線系

15～20

15～20

15～20

5～15

区分

基幹路網

路網密度作業システム

 

表－1.1 地形傾斜に対応する路網整備水準の目安 

（林野庁 2010a）一部修正 

                                   単位（m/ha） 
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作業システムの検討

（資料の収集・整理）

作業機械の決定

作業道路網計画

（集材距離，路網密度，幅員，縦断勾配等）

図上調査による路線配置

現地調査による路線配置・決定

路網の作設

路網の使用

経営方針

施業技術

地形特性の把握

施業の効率性，生産性

作設法の検討

作設計画 留意点

 

 

 

 

 

図－1.1 森林作業道の配置計画の流れと留意点 

（森林保全管理技術研究会 2011，一部修正，加筆） 

表－1.2 地形傾斜に対応する作業システムの一例 

（林野庁 2010a）一部修正 

基幹路網から 細部路網から 伐採 木寄せ・集材 枝払い・玉切り 運搬

緩傾斜地

（0～15°）

中傾斜地 車両系 40～100 ハーベスタ　チェーンソー グラップルウィンチ

（15～30°） 架線系 100～300 チェーンソー スイングヤーダ

急傾斜地 車両系 50～125 グラップルウィンチ

（30～35°） 架線系 150～500 スイングヤーダ　タワーヤーダ

急峻地

（35°～）

フォワーダ

トラック

フォワーダ

トラック

フォワーダ

トラック

トラックタワーヤーダ プロセッサ

プロセッサ

プロセッサ300～500 チェーンソー

架線系 500～1500 500～1500 チェーンソー

グラップル プロセッサ

200～300

車両系 150～200 30～75 ハーベスタ

区分 作業システム

最大到達距離（ｍ) 作業システムの例
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1.2 作業道の変遷と既往の研究 

林業専用道や森林作業道の前身である作業道は，森林・林業百科事典（日本林業技術協会 1999）に

よると集材作業など主として林業生産に供することを目的として作設され，トラックなど一般車両が通

行する道で，林道以外の道と定義されている。しかし，作業道の利用頻度は時代によって異なり，1970

年代までは作業道は森林施業における集運材，造材等の一工程として臨時的に設けられるものとしてお

り，一時的に使用される道であった（酒井 2004）。そのため，林道と比べると，容易に作設でき，構造

物も少ない。当時の作業道と林道の CBR 値を比較した結果（小林ら 1975，1978）では，林道は 48％

であるのに対し，作業道は 20％以下となり，作業道の支持力が低いことが示されている。1970 年から

統計し始めた国庫補助で開設された作業道量によると，1973 年のオイルショックを契機に開設単価が

高騰した林道と入れ替わるように，作業道の開設量は増えており，それ以降，林道の前段階として，作

業道は作設され，作業道の開設量は加速している（酒井 2004）。これについて，岩川による林業に対す

る作業道の評価（1986，1987）によると，これまでの一次的な利用であった作業道が長期的な利用の

道として，作設され，新たに作設された作業道は林道の代替機能として，働いていることが示されてい

る。また，酒井による全国の作業道の実態の調査（1986，1987）では，作業道が多く開設されている

地域の特徴として，林道密度が高い地域や車両系機械が多い地域であることを明らかにしている。この

ように，オイルショック以降の作業道には，一次的な施設としての作業道と長期的な施設としての作業

道の 2 種類があり，路網において，主に一時的な施設である作業道は支線として利用され，長期的な施

設である作業道は幹線として利用されていた。そこで，両者を分類するために，林内作業道車による作

業を随時行う上で必要となる長期間継続的な使用に供する作業道であり，林道の機能を補完する施設と

して，あるいは林道の先行的な機能を代替するものとして，先行的に整備させる作業道と定義される基

幹作業道が新たに 1987 年に設定され，長期的な施設である作業道を基幹作業道，一時的な施設である

作業道を作業道と区分した（酒井 2004）。その後，現場の作業道作設技術者の長年の試みから，長期間

利用できる作業道作設の経験的知識が各地で発展していき，容易に作設でき，育林から間伐，森林作業

全般にわたって，長期間利用でき，崩壊しない作業道，いわゆる森林作業道が各地で開設され始めた。

そのような経験的知識によって作設された森林作業道とそれ以前に作設された作業道との支持力を比

較した結果ではこれまでの一時的な作業道よりも高く，林業生産活動に対し，有効な作業道であること

が明らかになっている（小林ら 2005）。そのような長年の経験から得た崩壊しにくい作業道のルート選

定の方法や作業道作設の手法，路網配置計画の考え方に関する指導書（大橋ら 1989，岩川 1993，大

橋ら 2007，田邊 2007）が発刊され，また長期間利用する森林作業道を林野庁が普及・促進したこと
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によって，長期間利用できる森林作業道が全国に普及・定着し始めた。このように作業道の利用頻度は

一時的な施設から，長期的な施設と変遷していき，林道の代替機能を有するようになった。さらに作設

経験に伴って，簡易に作設でき，長期間の利用でも崩壊しない作業道（森林作業道）が作設されるよう

になった。近年，林野庁は車両系機械と森林作業道とを組み合わせたシステムの普及，推進を行ってお

り，森林作業道の必要性は高まっている。今後，森林作業道と車両系機械を組み合わせたシステムを推

進させるには，崩壊しない森林作業道を作設経験の浅い技術者でも作設可能にする必要があるが，その

ためには，最適な森林作業道の施工方法や開設場所，配置方法を明らかにする必要がある。そこで，こ

れまでこの経験的知識を用いて作設された森林作業道の施工技術や開設場所の選定技術，配置手法を明

確化する研究が行われている。施工に関しては，主に路面支持力や排水施設，木造構造物に関する研究

が行われており，路面支持力に関しては，作設方法と路面支持力および路体強度との関係（小林ら 2005）

や斜面傾斜と土の締固め特性との関係（梅田ら 2007），斜面傾斜と路面支持力との関係（與儀ら 2010）

の研究が行われ，これらの研究から木造構造物を施工した作業道の方が路面支持力や路体強度が高くな

ることや，急傾斜地の方が締固めると密度が高くなること，さらに斜面傾斜の増大に伴いその路面支持

力は増加することが明らかになっている。また，作設経過年数と路面および路体支持力との関係（澤口

ら 2011）では，路面支持力は 10 年経過しても増大し，路体支持力は 2 年程度では施工時と変化しない

ことが示されている。排水施設に関しては，片勾配による排水および侵食防止効果の研究(矢部ら 2010)

が行われ，縦断勾配 15 ％までの作業道では，分散排水効果と侵食防止効果を得る片勾配は 5 ％程度で

あることを示している。また，多く指導書にも載せられている木製構造物については，それによる路面

の補強効果の検討（山崎ら 2003，井上ら 2003）や木製構造物の強度と作設経過年数との関係の研究

（武井ら 2010）が行われ，これらの結果から補強効果の力学的メカニズムの解明や控え材の補強効果

が得られる木材の長さ，木造構造物の耐用年数は 10 年以上あることを明らかにしている。 

一方，開設場所に関しては，鈴木ら（2007）はラプラシアン関数を用いて作業道の開設地として凸地

形が選択されていることを明らかにしており，また梅田ら（2007）は対象地全体と比較して，緩傾斜地

が選択されていることを明らかにしている。 

また，路網配置に関して，熟練した作業道開設技術者である大橋（2001）や田邊ら（2007）は到達

のための道として斜面方向に急な勾配の路網を稜線部に配置し，その他の部分に作業のための道として

勾配の小さい路網を等高線に沿って配置した幹線魚骨型で，さらにその一部に循環路網を形成している

路網が最適であることを述べている。また，この熟練した技術者が配置した路網形は魚骨型路網である

ことを，吉村ら（1993）は AHP 手法を用いて示している。さらに，作業道網の形状修正係数の評価（神
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崎ら 1990）によって，そのような路網の形状修正係数は 1.42 であり，幾何学的配置において，理想的

な配置に近いことを示している。 

このように最適な施工方法や開設場所，路網配置の検討が行われ，これらの研究成果に基づいて，施

工方法は整理され，傾斜に応じた幅員や縦断勾配や切土や盛土の施工方法，排水方法が森林作業道作設

指針に具体的な方法で示されるようになった。しかし，具体的な開設場所はいまだに示されておらず，

また路網配置に関しては，魚骨型路網が最適であることが示されているものの，どのような形状の魚骨

型が最適であるかは明らかになっていない。 

 

1.3 本研究の目的と構成 

今後，森林作業道と林業機械を組み合わせたシステムを推進させるには，作設経験の浅い技術者でも

安全で崩壊せず，また作業効率の高い森林作業道の作設計画ができる指針づくりが必要になる。これま

での研究から，施工方法は整理され，その目安が森林作業道作設指針に記載されているため，これを参

考にできる。しかし，路網の配置に関しては，長年の経験がいまだに必要とされ，作業効率の高い配置

形状はどのようなものか，そしてその配置形状において，崩壊しない安全な地形はどこで，崩壊の危険

性のある地形がどこかは明らかになっていない。酒井（2004）によると，特に傾斜が 20 度以上になる

と切土量が増加し，切取りのり面高が高くなるため，そのような地域での森林作業道の作設は難しいこ

とが指摘されている。 

そこで，本研究では作設が困難であるとされる傾斜 20 度以上の地域において，長年の経験が必要で

あった森林作業道の配置計画を作設経験の浅い技術者でもできるように，経験がいまだに必要とされる

作業効率の高い配置形状を明らかにすることと，その配置形状において，崩壊しない最適な開設場所を

明らかにすることを目的とする。路網配置によって作業効率が大きく変わる工程は集材工程である。高

密な森林作業道が作設される以前は，架線機械による集材が中心であったため，作業効率の高い路網配

置は集材の作業効率が高くなる配置，すなわちできる限り路網を均一に配置することであった（上飯坂

ら 1971）。しかし，近年はハーベスタ・フォワーダシステムといった車両系システムの普及に伴って，

集材工程は伐倒木を林内から道端まで木寄せする作業と木寄せで集まった伐倒木を土場まで搬出する

作業との 2 つに分類できる。このようなシステムでの作業効率の高い路網配置は木寄せ作業では路網を

均一に配置することであり，搬出作業では土場まで移動する平均距離（平均搬出距離）を短くすること

になる。これまで路網配置係数 0f （堀ら 1971）によって，対象路網がどの程度，均一に配置されてい

るかは評価できるため，その指標を用いることで，木寄せ作業の作業効率と路網配置との関係を明らか
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にでき，作業効率の高い路網配置形が明らかになっている（井上 1989）。一方で，平均搬出距離はこれ

まで循環や分岐を数学的に表現できなかったことから，平均搬出距離を理論的に算出できていない。そ

のため，平均搬出距離の短さに対する評価はできていない。 

そこで，まず第二章では作業効率の高い配置形状を明らかにするのに必要な循環や分岐のある路網の

平均搬出距離の算出理論式の導出を行う。そのために，平均集材距離の算出理論式と同様に搬出距離の

分布関数とグラフ理論を用いて，平均搬出距離の算出理論式を導出する。さらに，配置形状と平均搬出

距離との関係を分析するために，作業効率の高い魚骨型路網である路網が均一に配置された路網モデル

を提示し，導出した理論式を用いて，モデルの有効性について評価する。 

第三章では第二章で提示した路網モデルを用いて，平均搬出距離が短くなる配置形状を明らかにする。

そのために，第三章ではその路網モデルを構成する配置パラメータ（幹線長，幹線本数，支線長，支線

間隔と起点となる幹線の位置）と平均搬出距離との関係から，配置形状が平均搬出距離に与える影響を

明らかにし，ここから，平均搬出距離が短くなる配置形状を明らかにする。 

第四章では，第二章で提示したモデルを用いて，木材搬出経費に与える路網配置の影響を明らかにす

る。第三章によって，平均搬出距離と配置形状との関係が明らかとなったが，配置形状が木材搬出経費

に与える影響は明らかになっていない。そこで，第三章で得られた配置形状と平均搬出距離との関係か

ら，路網配置と車両系システムの木材搬出経費との関係を明らかにする。 

第二～四章で作業効率の高い配置形状を明らかにする。しかし，崩壊しない森林作業道を経験の浅い

技術者でも容易に設計するには，配置形状だけでなく，その配置において，安全に森林作業道が開設で

きる地形を選択し，開設できない地形を避ける必要がある。これまでに発刊されている指導書（大橋ら 

1989，大橋ら 2007，田邊ら 2007）によると，最適な開設場所の選定は様々な地形量から行っている

とされるが，曖昧な部分が多く，誰でも容易にできるものではない。そのため，経験的知識から適切な

開設地を明確にするには，複数の地形要素を分類・整理して選定に用いる条件を抽出できる手法が必要

であると考えられる。そのような手法の１つとして，様々な因子を用いることで，観測結果に内在する

経験的知識を明確な条件として抽出するラフ集合理論がある。 

そこで，第五章では開設場所の選定条件を明確にするのにあたり，ラフ集合理論は適用できるかを評

価する。そのために経験的知識によって森林作業道を開設した 12 森林作業道を対象に，平均傾斜，斜

面の水平形状，斜面の鉛直形状，斜面下部の傾斜，崖錐，0 次谷，過去の崩壊の 7 種類の属性と作業道

開設地の位置データをラフ集合理論に適用して，開設場所の選定条件を抽出する。この抽出した条件か

らどの程度経験的知識を明確化できたかを表す判別割合を算出し，その指標を用いて，適用可能性を評
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価する。 

第六章では第五章で得られた選定条件がどのような地形であるかを明らかにする。経験の浅い技術者

でも，容易に森林作業道の計画を行うには，抽出した選定条件の地形的特徴を明らかにする必要がある。

しかし，ラフ集合理論で得られた条件は膨大で，森林作業道によって異なるため，その地形的特徴の把

握は難しい。そこで，抽出された数百の条件を属性値単位に分解し，高評価である属性値に高得点を与

えることで，共通性の高い条件を抽出するコラムスコア法と組合せ表を用いて，熟練の技術者が共通し

ている条件を抽出し，その得られた条件の地形的特徴を把握する。 

第七章では第六章で得られた共通性の高い条件の適用可能性を明らかにする。ラフ集合理論とコラム

スコア法および組合せ表で抽出した条件は，ラフ集合理論に適用した 12 森林作業道にのみ適用可能で

あり，他の森林作業道に適用できるかは明らかになっていない。そこで，得られた条件を他の森林作業

道に適用し，そこから第六章で得られた条件の適用可能性を検討する。そのために，選択性と汎用性を

指標に，得られた条件の適用可能性を評価する。 

以上の検討を踏まえ，第八章では総括を行った。 
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2章 平均搬出距離算出のための理論式の導出と高密路網モデルの構築 

2.1 はじめに 

本研究の目的は，経験的知識が必要とされる作業効率の高い配置形状を明らかにすることと崩壊しな

い最適な開設地の選定条件の明確化を行うことである。そこで，第二章から四章では作業効率の高い配

置形状を明らかにする。 

まず，林業の路網には面状の広がりのある林地とのつながりを持つ機能，いわゆる横の機能と人や木

材，機械などが移動する機能，いわゆる縦の機能の 2 種類がある（林業機械化推進研究会 1995）。横の

機能の観点から，作業効率の高い配置形状を考えると，対象地に等間隔に並行に路網を配置することが

理想的である（上飯坂ら 1971）。等間隔に並行に配置することで，集材できる範囲である開発域の重な

りがなくなり，集材できない範囲である非開発域を減らせ，さらに急斜面で等高線に沿って，等間隔に

路網を配置することで，安全な作業がやりやすいといった利点がある（上飯坂ら 1990）。一方で，縦の

機能から，作業効率の高い配置形状を考えると，路網全体としての平均搬出距離が短くなる配置となる。

車両系機械は道路上を移動して作業や搬出を行うため，路網全体としての平均搬出距離がより短いほう

が作業効率は向上する。したがって，横の機能と縦の機能から，作業効率の高い配置形状は等間隔に並

行に路網を配置すること，そしてその配置において，平均搬出距離が最も短い配置と定義できる。これ

までに，路網配置係数 0f （堀ら 1971）や形状修正係数 V
－

CORR（Segebaden 1964）を用いることで，

等間隔に並行にという理想的な配置に対して，対象とする路網の配置がどの程度近い配置であるかは評

価できる。一方，路網全体としての平均搬出距離路網の短さに対する評価は，その距離を算出する式が

必要となる。しかし，これまでは分岐のない１本道の路網の平均搬出距離は算出できたが（例えば，石

川ら 2008），分岐や循環がある路網の平均搬出距離を理論的に算出した例はない。そのため，作業効率

の高い配置形状を明らかにするには，平均搬出距離の算出理論式を導出する必要がある。一方で，配置

形状には，多様な配置型があり，それらすべての配置型を検討するには労力を要する。より効率的に分

析するには，作業効率の高い配置形状を明らかにするのに必要十分で過不足なく表せる路網モデルを構

築し，そのモデルを用いて分析するのが有効である。 

そこで，本章では作業効率の高い配置形状を明らかにするのに必要となる循環や分岐のある平均搬出

距離の算出理論式を導出し，さらに配置形状と平均搬出距離との関係を分析するために必要となる路網

モデルを提示し，その路網モデルの有効性を明らかにすることを目的とする。このために，まず搬出距

離の確率分布関数とグラフ理論を導入して，理論式を構築する。次に，路網モデルを提示し，現実の路

網にこのモデルを当てはめた場合の平均搬出距離を導出した理論式を用いて算出して，現実の平均搬出
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距離との関係から提案した路網モデルの有効性を評価する。 

 

2.2 平均搬出距離の算出理論式の導出 

まず，本研究では堀ら（1971）の林内への到達距離の算出方法と同様の考え方を用いて理論式を導出

する。すなわち，路網上の任意の点と，路網の起点や土場との間を最短で移動する距離を搬出距離と定

義し，路網上のすべての地点における搬出距離の平均を平均搬出距離と定義する。そのため，本研究で

は特定の作業の場合の平均搬出距離を算出するのではなく，路網全体としての平均搬出距離を算出する

ことになる。 

ここで，任意の地点における搬出距離を s ，その搬出距離が出現する頻度の分布関数を

)(sg
，最大搬

出距離を hS ，作業道延長を L とすると，平均搬出距離 kS は（2.1）式で求められる。 

 

 
dssgs

L
k

hS
S )(

1
0∫=

                                     （2.1）  

 

ここで， )(sg について，図－2.1 に示す路網を用いて，説明する。搬出距離の出現頻度は，その搬出距

離で到達できる地点の数を表していることから，図－2.1 の路網での )(sg は図－2.2 となる。このことか

ら， )(sg は路網内の分岐点や端点など（以下，頂点と呼ぶ）において増減する。したがって，この )(sg

を s で積分した搬出距離の累積頻度分布を )(sG とすると，（2.1）式は積分の定理および堀ら（1971）が

示した解法より（2.2）式となる。 

 

 
[ ] })()({

1
00 ∫−=

hSs
k dssGssG

L
S h

    LsG ≤≤ )(0                   （2.2）  

 

)( hSG は作業道総延長 L であることから，（2.2）式は（2.3）式に整理できる。 

 

 ∫−= hS
hk dssG

L
SS 0 )(

1
                                （2.3）  

 

したがって， )(sG を求めることによって，平均搬出距離 kS の理論式が導出できる。 

)(sG を求めるために，まず起点を含む各頂点の搬出距離を短い方から並べて，起点の搬出距離を 1s ，n

番目の頂点の搬出距離を ns とすると，隣り合った頂点間の )(sg は一定値をとる。この値を nn Nsg =)( と

定義すると，搬出距離が ns 以上 1+ns 未満となる路線の出現頻度は 1+nN で表わせる。したがって，これ

を積分した )(sG は，隣り合った頂点間では 1 次関数となり，任意の ns と 1+ns との間において， )(sG は
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（2.4）式で表わせる。 

 

 11)( ++ +×= nn CsNsG    ],[ 1+nn ss                          （2.4）  

 

ただし， 1+nC ：搬出距離 ns 以上 1+ns 未満における積分定数 

 

ここで，頂点の総数を tn とし，（2.3）式の積分項に（2.4）式を代入して展開すると，（2.5）式が得ら

れる。 
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ここで，起点の搬出距離 1s は 0 であり，最遠点の搬出距離 tns は最大搬出距離 hS であることから，（2.5）

式は（2.6）式に整理できる。 
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また， )(sG は任意の nS において連続であることから，次の関係が得られる。 
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 nnnn CsNsG +=)(                 

    11 ++ += nnn CsN                                  （2.7）  

 

ここで， 1+nN － nN を増減数 nr と定義すると， nC と 1+nC との差は（2.8）式で表わされる。 

 

 nnnnn sNNCC )( 11 −=− ++  

     nn sr=                                    （2.8）  

 

（2.6）式の tnC は（2.7）式より， tttt nnnn sNsGC −= )( と表わすことができ，これと（2.8）式を（2.6）

式に代入すると，（2.9）式が得られる。 
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これを（2.3）式に代入すると，平均搬出距離 kS は（2.10）式となる。 
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なので，（2.10）式は（2.11）式に整理できる。 
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また， tn は路網の最遠点であり，それより遠い地点 1+tn は存在しないことから，その間の出現頻度

01 =+tnN となるため， 0=+ tt nn rN となる。したがって，平均搬出距離 kS の算出式は（2.12）式で表

わされる。 
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 ここで，グラフ理論を導入し，路網内の隣り合った頂点を結ぶ路線を搬出距離が短い方から長い方へ

向きをもった有向グラフとすると，路線は頂点以外では交わらないプラナーグラフとなる。頂点nに接

続している辺の数 )(nD （次数）は，頂点nに入る辺の数 )(nDin （入次数）とその点から出ていく辺の

数 )(nDout （出次数）の和であること（茨木ら 2010）から，これらを用いると，増減数 nr は（2.13）式

で表わすことができる。  

 

 )()( nDnDrn inout −=                                  （2.13）  

   )(2)( nDnD in−=  

 

これを（2.12）式に代入すると，平均搬出距離の理論式は（2.14）式となる。 
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ここで，循環のない路網では，すべての頂点の入次数が１になることから，このときの平均搬出距離の

算出式は（2.15）式となる。 
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一方，循環路があると，1 循環路内には入次数が 2 以上の頂点が必ず１つあり，それ以外の頂点の入次

数が 1 になる。例えば，図－2.3 に示す路網の搬出距離の出現頻度は，頂点 A までは１だが，その先は

右回りと左回りのルートが存在するため，頂点 B の搬出距離までは 2，さらに頂点 C と D に向かうル

ートに分かれるため，頂点 D の搬出距離までは 3，その先は１になる（図－2.4）。このときの各頂点の

入次数は，頂点 A，Ｂ，C は 1，頂点 D は 2 となる。この D は，循環路内における最遠点である。この

ように，端点や分岐点ではない点も頂点になる場合がある。 
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図－2.1 分岐を含む路網の概念図  

図中の A～H は路網の端点や分岐点を表す 
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 図－2.3 循環路が１つある路網 

図中の A~D は頂点 

図－2.2 図－2.1 に示す路網の搬出距離の出現頻度分布関数 )(sg  
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2.3 路網モデルの構築とそのモデルの利用可能性 

2.3.1 路網モデルの検討 

井上（1989）は集材効率の高い路網を明らかにするために，放射型，単線型，幹線魚骨型などの 6 種

類のモデルを構築し，それらの路網配置係数の検討を行っている。その結果，集材作業の効率が高い路

網型は，傾斜によって異なり，緩傾斜地では樹枝型，幹線樹枝型，幹線魚骨型，放射複合型，単線型，

放射型の順であることを示している。また，急傾斜地では幹線を有しているモデル（幹線樹枝型，幹線

魚骨型）が高く，特に図－2.5 に示す幹線を斜面方向に配置し，支線を等間隔に配置した路網である幹

線魚骨型の集材効率は，どの傾斜に対しても高いことを明らかにしている。この結果に加えて，熟練し

た技術者である大橋（2001）や田邊ら（2007）によると，安全に効率よく林業作業をするには，目的

地へ到達できる道と作業を効率よく安全に行える道が必要であると述べている。そして，この要求を満

たす最も有効な森林作業道網は，到達のための道として斜面方向に急な勾配の路網を稜線部に配置し，

その他の部分に作業のための道として勾配の小さい路網を等高線に沿って配置した幹線魚骨型であり，

図－2.4 図－2.3 に示す路網の搬出距離の出現頻度分布関数 )(sg  
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さらにその一部に交通利便性の向上および代替路の確保のために循環路網を形成している路網である

ことを大橋（2001）や田邊ら（2007）は述べている。また，この熟練した技術者の要求を満たす配置

として魚骨型路網が最適であることを，吉村ら（1993）は AHP 手法を用いて示している。そのうえ，

上飯坂ら（1990）も急傾斜地での路網配置として，幹線を最も安全な災害の起こらない場所に開設し，

支線を等高線に沿って等間隔に開設するとともに，開発域の重なりを減らすために幹線と支線との交角

はなるべく大きい幹線魚骨型路網を推奨している。 

これまでの研究結果や経験から幹線魚骨型路網は作業効率の高い最適な配置と考えられている。到達

のための幹線と作業のための支線との 2 つに機能を分け，その支線を等高線に沿って等間隔で配置し，

その支線のみで作業を行うことは，路網の横の機能の観点からは理想的な配置に近い。ただし，図－2.5

で示した路網では，交通利便性の向上および代替路の確保のために循環路網は形成しておらず，また開

発域の重なりもある。そこで，ここでは幹線を斜面方向に複数配置し，それに直交するように支線を等

高線方向に等間隔に配置したはしご型路網モデル（図－2.6）を提示し，その路網モデルの有効性を明ら

かにする。なお，単純なモデルにするために，幹線の始点とそこから最も近い支線との交点までの距離

と，幹線の最遠点とそこから最も近い支線との交点までの距離は，それぞれ支線間隔に等しいものとし，

支線の端から最も近い幹線と支線との交点までの距離を同距離と定義する。 

 

山頂側

山麓側

：幹線

：支線

山頂側

山麓側

：幹線

：支線

 

 

 

図－2.5 幹線魚骨型の概念図 
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2.3.2 路網モデルの平均搬出距離算出式の構築 

はしご型路網モデルの平均搬出距離の算出式を構築するには，各頂点の搬出距離と次数，入次数を明

らかにする必要がある。入次数は図－2.6 中の丸で示した頂点と四角で示した頂点では 1 になり，三角

で示した頂点では 2 になる。また，図－2.6 に示すように各頂点の )(2)( ii nn inDD − の値は丸で示した

頂点は 2 に，四角で示した頂点では－1 に，三角で示した頂点では 0 になる。ここで，幹線長を fS ，幹

線長と支線長との比をd とすれば，支線長は fdS となる。また，幹線本数をm ，支線間隔をq ，支線本

数を p ，幹線と幹線の間の距離を距離は fbdS とする。したがって，作業道総延長 L は， )( mdpSf + と

表わせられる。ここで，d ， v ，b は定数とし， p は整数である。これを用いると，（2.14）式のシグ

マ項は，図－2.6 で示した丸の頂点では（2.16）式で，四角の頂点では（2.17）式で表わせられる。 
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1
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1

22
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ii tbdSqiqsnn
t

inDD                      （2.16）  

図－2.6 はしご型路網モデルの概念図と各頂点の )(D2)(D in ii nn − の値 

図中の fvdS ， fbndS ， fdSvbn })1(1[ −−− はそれぞれの長さ， q は支線間隔 

d ， v ， b は定数を表し， 1≦≦≦≦bv +<0  
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また，三角の頂点では )(2)( ii nn inDD − が 0 になるため，シグマ項も 0 となる。したがって，このモデ

ルの平均搬出距離は khS は（2.18）式で表わせられる。 
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さらに，支線間隔q と支線本数 p との関係は，はしご型路網モデルの定義より，（2.19）式となり，支

線の端から最も近い幹線と支線との交点までの距離（

fvdS
と

fdSvbn ])1(1[ −−−
）は同距離と定義したこ

とから，両者の関係は（2.20）式となる。このことから，（2.18）式は（2.21）式に整理でき，これがこ

の路網モデルの平均搬出距離となる。 
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2.3.3 路網モデルの利用可能性の評価 

はしご型路網モデルを現実の高密路網に適用し，平均搬出距離 khS を算出する。この平均搬出距離 khS

とモデルを適用せずに算出した現実の平均搬出距離 kaS との関係から，このはしご型路網モデルの利用

可能性を評価する。平均搬出距離 khS にあたり，幹線長と支線長，幹線本数，支線本数，比率b を現実
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の高密路網から計測し，その値を用いて平均搬出距離 khS を算出する。これらの計測は ArcGIS を用い

て，路網の各頂点を抽出し，距離計測ツールを適用することで，幹線長と支線長に加えて， fbdS に相

当する部分の直線長を計測した。平均搬出距離の算出にあたっては，幹線長 fS と支線長 fdS は計測した

各幹線と支線の直線長の平均値を用いた。また，比率b は，計測した fbdS に相当する部分の直線長の

平均値を用いて算出した。ここで用いた路網は，平均傾斜が 20 度以上の 9 地域の高密路網（表－2.1）

であり，その形状は GPS 測位によって得た。一方，現実の平均搬出距離 kaS は，ArcGIS を用いて各頂

点を抽出し，抽出した頂点の搬出距離と次数，入次数を算出して，それらの値を（2.14）式に代入して

得た。 

はしご型路網モデルを用いて算出した平均搬出距離 khS と，現実の平均搬出距離 kaS との関係を図－

2.7 に示す。現実の平均搬出距離は，はしご型路網モデルを用いて算出した平均搬出距離の 1.2～2.9 倍

となった。はしご型路網モデルを用いて算出した平均搬出距離は各頂点の直線長から算出していること

から，1.2～2.9 倍は迂回率を示していると考えられる。一般的な森林内での迂回率は 1.6（上飯坂 1971）

であることから，本モデルは現実の高密路網の平均搬出距離の推定に利用可能であり，作業効率の高い

配置形状の明確化にこのモデルは有効であると考えられる。 

 

 

 

面積 路網密度

（ha） (m/ha) 実測値 モデル値

武儀 7.1 250.9 324.3 202.8 1.6

揖斐川 5.8 303.6 332.4 161.0 2.1

新生産 13.5 211.8 441.9 331.3 1.3

キビジリ 42.3 96.3 501.7 406.7 1.2

井ノ谷山 17.9 228.6 571.9 323.1 1.8

轟山 22.3 233.8 726.7 424.3 1.7

松井田 31.4 181.5 742.4 511.6 1.5

落合 25.3 239.8 780.0 394.6 2.0

滝向 23.4 239.3 843.0 470.7 1.8

重木山 35.2 241.4 937.8 393.8 2.4

葛城山 82.9 205.7 2070.0 719.5 2.9

対象地

搬出距離（m） 実測値とモデ

ル値との比

 

 

 

 

 

表－2.1 モデルを適用する高密路網の概要と搬出距離 
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2.4 まとめ 

作業効率の高い配置形状を明らかにするのに必要となる平均搬出距離の理論式として（2.14）式を導

出した。この式から，各頂点の搬出距離とその頂点の次数および次数を構成する入次数から平均搬出距

離は算出できることが明らかになった。したがって，各頂点の搬出距離とその頂点の次数および次数を

構成する入次数を算出できるツールを開発できれば，その路網での平均搬出距離を計算できる。平均搬

出距離の算出ツールが開発されれば，既存の路網での搬出工程の経費算出や森林作業道の設計での代替

図－2.7 はしご型路網モデルの平均搬出距離 khS と現実の平均搬出距離 kaS との関係 
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案の提示，最適な山土場の位置の検討への利用が期待できる。 

また，作業効率の高い配置形状を明らかにするために，はしご型路網モデルを構築し，そのモデルの

利用可能性を評価した。その結果，このモデルが実際の高密路網の評価に有効であることが示された。

したがって，このモデルを用いて，配置形状と平均搬出距離との関係を分析すれば，作業効率の高い配

置形状を明らかにすることができる。そこで第三章では，はしご型路網を構成する配置パラメータが平

均搬出距離に与える影響を明らかにすることで，平均搬出距離が短くなる配置形状を明らかにする。 
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3章 平均搬出距離が短くなる配置形状 

3.1 はじめに 

第二章では作業効率の高い配置形状に必要な平均搬出距離の算出理論式の導出を行い，さらに作業効

率の高い配置形状を明らかにするために，等高線に沿って等間隔に支線を配置したはしご型路網モデル

を第二章では提示し，このモデルの利用可能性を評価した。その結果，はしご型路網モデルは現実の路

網の平均搬出距離の推定に利用可能であり，平均搬出距離が短くなる配置形状を明らかにするのに有効

であることが分かった。作業効率の高い配置形状は，等間隔に並行に路網を配置することと，路網全体

としての平均搬出距離が最も短いことであり，このはしご型路網モデルは作業効率の高い配置形状の 2

条件の中で，「等間隔に並行に路網を配置すること」を満たすように構築していることから，作業効率

の高い配置形状を明らかにするためには，「路網全体としての平均搬出距離が最も短いこと」がどのよ

うな配置形状であるかを明らかにする必要がある。 

そこで，第三章では第二章で提示したはしご型路網モデルを用いて，平均搬出距離が最も短くなる配

置形状を明らかにすることを目的とする。そのために，はしご型路網モデルの配置パラメータが平均搬

出距離に与える影響を分析する。 

 

3.2 分析に用いるパラメータと分析方法 

第二章で提示したはしご型路網の平均搬出距離を算出する式を構成する配置パラメータは，支線の端

から最も近い幹線と支線との交点までの距離と支線長との比 v ，すなわち起点となる幹線の位置を決定

する変数，幹線長，幹線本数，支線長，支線間隔（支線本数）が挙げられる。しかし，幹線長と支線長

は伐区によって，決まるパラメータであることから，ここでは起点となる幹線の位置を決定する変数 v ，

幹線本数m と支線間隔q （支線本数

p
）が平均搬出距離に与える影響を分析する。 

各配置パラメータが平均搬出距離に与える影響を明らかにするためには，伐区の形状で決まる幹線長

と支線長との比
d
の影響を取り除く必要がある。酒井ら（1979）によると，実際の伐区の面積と伐区の

周長の関係から，伐区の形状は矩形であることを明らかにした。さらに，井上（1989）によると，伐区

の短辺：長辺は 1：1～4 であることを示している。そこで，ここでは幹線長と支線長の比であるd を実

際の伐区の短辺：長辺の範囲内にある 1 と設定することで，伐区の形状で決まる幹線長と支線長との比

d
の影響を排除する。また，幹線長の影響をなくすため，幹線の長さを単位のない 1 と比で表現する。

したがって支線の長さも 1 となる正方形の伐区を用いて，各配置パラメータと平均搬出距離との関係を

分析する。 
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3.3 はしご型モデルを構成する各配置パラメータが平均搬出距離に与える影響結果 

3.3.1 幹線の位置を決定する変数 v の影響 

支線間隔別の幹線の位置を決定する変数 v と平均搬出距離との関係を図－3.1に示す。図－3.1から，

幹線本数に関わらず， v が大きいほど，平均搬出距離が短くなり， v が限りなく 0.5 に近づいた配置で

平均搬出距離が最も短くなることが分かった。また，平均搬出距離が最も短くなる支線間隔 q は，幹線

本数によって異なり，幹線 1 本では支線間隔 0.5 であり，複数本では支線間隔 0.25 であった。ここから，

幹線本数別に平均搬出距離の最大値と最小値を算出し，最大値と最小値の差をを最大値で除した減少率

を算出し，この減少率を用いて，この v が平均搬出距離に与える影響を評価した。その結果（図－3.2），

幹線本数 1 本では支線間隔が小さくなると減少率は大きくなり，幹線本数が複数本では 1 本である支線

間隔が大きくなると減少率は大きくなった。減少率の範囲は，幹線本数 1 本では 15～25％，複数本で

は 25～40％となり，特に複数本では v が平均搬出距離に与える影響は大きいことが分かる。また，平均

搬出距離が最長なのは， v が 0 であり，最短なのは v が限りなく 0.5 に近づく場合であることから，作

業効率の高い配置は幹線 1 本では支線の中点に幹線であり，複数本では幹線間距離を限りなく小さくす

ることが分かった。 
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図－3.1 支線間隔別の幹線距離と幹線長 1 に対する平均搬出距離の比との関係 

上左図：幹線本数１本，上右図：幹線本数 2 本，下図：幹線 3 本 
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3.3.2 幹線本数の影響 

幹線本数別の幹線の位置を決定する変数 v と平均搬出距離との関係を図－3.3 に示す。図－3.3 より，

図－3.1 と同様に幹線の位置を決定する変数 v が大きいほど，平均搬出距離が短くなるが，最も平均搬

出距離が短くなる配置，すなわち v が限りなく 0.5 に近づく配置の幹線本数は，支線間隔によって異な

り，支線間隔 0.5 では幹線本数 1 本だが，支線間隔 0.1 と 0.05 では幹線 2 本となった。ここから，各 v

での平均搬出距離の最大値と最小値を抽出し，そこから最大値と最小値との差を最大値で除した減少率

を算出し，この減少率を用いて，幹線本数が平均搬出距離に与える影響を評価した。その結果（図－3.4），

支線間隔 0.5 では減少率が最大で 33.3%となったが，支線間隔が小さくなるにつれて，その減少率は小

さくなっており，支線間隔 0.125 以下の狭い間隔では v に関わらず，減少率は 10%以下であった。また，

平均搬出距離が最も短くなる v が限りなく 0.5に近づいた配置で，支線間隔 0.5より狭い支線間隔では，

減少率は 10％以下であった。このことから，支線間隔 0.5 で v が大きい配置では，幹線本数が平均搬出

距離に与える影響は大きいが，支線間隔が 0.5 より狭い配置や v が大きい配置では，幹線本数が平均搬

出距離に与える影響は小さい。 

 

図－3.2 幹線本数別の支線間隔と減少率との関係 
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図－3.3 幹線本数別のv と幹線長 1 に対する平均搬出距離の比との関係 

上左図：支線間隔 0.5 の場合，上右図：支線間隔 0.1 の場合，下図：支線間隔 0.05 の場合 
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3.3.3 支線間隔の影響 

幹線本数別の支線間隔と平均搬出距離との関係を図－3.5 に示す。ただし，
v
の値によって平均搬出

距離は異なるため，ここではvが 0 とvが 0.2，vが限りなく 0.5 に近づく（ 5.0≒v または 0≒≒≒≒bn )1( − ）

の 3 種類を示す。 5.0≒v と設定したのは，幹線が複数本ある場合では 5.0=v があり得ないため，ここ

では幹線が最も近づく配置として 5.0≒v を用いた。図－3.5 から，幹線 1 本と複数本とでは支線間隔と

平均搬出距離との関係が大きく異なるが，支線間隔比 0 の極限値では幹線本数に関係なく同様の値とな

った。幹線 1 本では支線間隔と平均搬出距離は負の線形関係であるのに対し，幹線本数が複数本の場合

は下に凸の分布形を示し，平均搬出距離が最小となる支線間隔が存在している。ここから，幹線本数別

に平均搬出距離の最大値と最小値を抽出し，そこから最大値と最小値との差を最大値で除した減少率を

算出し，この減少率を用いて，支線間隔が平均搬出距離に与える影響を評価した。その結果（図－3.6），

幹線本数 1 本では v に関わらず，減少率が 15%以上となり，v が 0 では 23%を示したが，幹線本数が複

数本では v に関わらず，減少率は 10%前後であった。このことから，幹線 1 本では支線間隔が平均搬出

距離に与える影響は大きいが，幹線が複数本の配置では影響度は小さい。 

 

図－3.4 支線間隔別の幹線の位置を決定する v と減少率との関係 
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図－3.5 幹線本数別の支線間隔と幹線長 1 に対する平均搬出距離の比との関係 

上左図： 0=v ，上右図： 2.0=v ，下図： 5.0≒v  
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3.4 配置形状が平均搬出距離に与える影響 

はしご型路網モデルを構成する各配置パラメータが平均搬出距離に与える影響の結果から，幹線複数

本の配置では支線間隔の影響は小さく，
v
の影響が大きいことが明らかとなり，幹線 1 本の配置では支

線間隔と
v
の影響が大きいことが明らかとなった。また，図－3.1，3.5 から，同伐区形状で平均搬出距

離が最も短くなる配置は，
v
が限りなく 0.5 に近づく配置であり，図－3.5 の下図より平均搬出距離が

最も短くなる配置は，支線本数が 1 本の配置（幹線長 1 の場合の支線間隔 0.5）では幹線 1 本の場合で

あり，それより支線本数が多くなる（支線間隔が小さくなる）と，平均搬出距離が最も短くなる配置は

幹線が複数本の場合であることが分かる。一方で，同伐区形状で平均搬出距離が最も長くなる配置は図

－3.1，3.5 の上左図から，
v
が 0 であり，幹線本数 1 本では支線間隔が限りなく 0 に近づいた配置で，

幹線が複数本では支線本数が 1 本の配置（幹線長 1 の場合の支線間隔 0.5）であることが分かる。そこ

で，ここでは配置形状による平均搬出距離の変動範囲を明らかにするために，平均搬出距離が最も長い

v
が 0である配置形状での平均搬出距離と平均搬出距離が最も短い配置での平均搬出距離を支線間隔別

に算出し，その差から影響を評価する。なお，支線間隔はグラップル木寄せを想定した 50 m とタワー

図－3.6 幹線本数別の幹線の位置を決定する変数 v と減少率との関係 
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ヤーダ木寄せを想定した 400 m とする。なお，これまでは幹線の長さを単位のない 1 と表現して，分析

を行ったが，その場合，支線間隔を 50 m や 400 m に設定することができない。そこで，ここでは幹線

長を長さの単位のない 1 と比で表現せず，長さの単位のある数値を用い，幹線長と支線長とを乗じた値

を面積として，その面積ごとに支線間隔別の平均搬出距離を算出した。なお，伐区の形状で決まる幹線

長と支線長との比
d
はこれまでと同様に 1 とする。支線間隔別の面積と配置形状による平均搬出距離と

の関係を図－3.7 に示す。図－3.7 より，面積と平均搬出距離は累乗の関係であることが分かる。平均搬

出距離が最長な配置形状では支線間隔 50 m と 400 m ともに同様の値を示しているが，平均搬出距離が

最短な配置形状では支線間隔 400 m の方が短い。そのため，支線間隔が狭いほうが平均搬出距離が最長

な配置形状と最短な配置形状での平均搬出距離の差は小さくなる。これまで平均搬出距離は，路網を分

岐のない 1 本道と仮定して，算出しているため，面積と平均搬出距離との関係は直線であった。しかし，

分岐や循環のある路網の平均搬出距離と面積との関係は，累乗であることから，これまでの分析では，

平均搬出距離を長めに推定していた可能性がある。 
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図－3.7 支線間隔別の面積と配置形状による平均搬出距離との関係 
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3.5 まとめ 

はしご型路網モデルを構成する配置パラメータの値を変化させて，平均搬出距離に与える影響を分析し

た結果，幹線複数本の配置では支線間隔の影響は小さく，
v
の影響が大きいことが明らかとなり，幹線

1 本の配置では支線間隔と
v
の影響が大きいことが明らかとなった。この結果から，平均搬出距離が短

くなる配置形状は，
v
が限りなく 0.5 に近づく配置（ 5.0≒v ）であり，平均搬出距離が最長となる配

置は， 0=v の配置であることが明らかとなった。さらに，両配置から，分岐や循環のある路網の配置形

状による平均搬出距離の変動範囲が明らかとなった。 

しかし， 5.0≒v では，幹線間の距離がほとんどないことになり，交通利便性の向上や代替路の確保

に寄与できないため，実際にはありえない配置である。交通利便性の向上や代替路の確保を考慮すると，

v
の値はある程度大きくなるほうがよいが，平均搬出距離を考慮すると，

v
の値は小さい方がよく，両

者はトレードオフな関係である。最適な
v
が何であるかを決定することは本研究では難しく，これは今

後の課題である。 

また，作業効率が高い配置形状を明らかにするためには，各配置形状での木材搬出経費を明らかにす

る必要がある。第三章で平均搬出距離が短くなる配置形状が明らかになったことから，配置形状と木材

搬出経費との関係を明らかにすることができる。そこで，第四章ではそれらの関係を明らかにし，路網

の配置形状によって経費はどのように変化するかを明らかにする。 
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4章 配置形状が木材搬出経費に与える影響 

4.1 はじめに 

林業の採算性の向上を目指して，高密路網と車両系林業機械とを組み合わせたシステムが提案されて

おり，そのようなシステムを確立させるには，それぞれの林分や地形に適したシステムを明示すること

が重要である。そのためには，様々な林分や地形での各システムを用いた場合の経費を算出する必要が

ある。これまでに中澤ら（2006）は，7 種類の全木集材の搬出経費を算出した結果，タワーヤーダ・プ

ロセッサのシステムの経費が最も安いことを示している。また，石川ら（2008）は，ウィンチ付グラッ

プルの作業時間と幹材積との関係から，ウィンチ付グラップル集材システムの作業に適する面積は 10 

ha 以下であることを明らかにしている。これまでは分岐や循環のある路網の平均搬出距離を算出する

理論式が構築されていなかったため，起点から地番の重心までの距離を平均搬出距離として用いていた

り，路網を 1 本道と仮定した場合の値を用いて，経費を算出していた。しかし，第二章で分岐や循環の

ある路網の平均搬出距離を算出する理論式を導出し，また作業効率の高い配置形状を明らかにするため

に，はしご型路網モデルを構築した。これによって，分岐や循環のある路網の平均搬出距離が算出可能

となった。さらに，第三章ではこのはしご型路網において，平均搬出距離に最も影響のある因子は，起

点がある幹線の位置を決定付ける
v
であり，作業効率の高い配置形状は，

v
が限りなく 0.5 に近づく配

置（ 5.0≒v ）で，平均搬出距離が最長となる配置は， 0=v の配置であることが明らかとなった。はし

ご型路網での平均搬出距離と配置形状との関係が明らとなったことから，分岐や循環のある路網での木

材搬出経費を試算できる。 

そこで，第四章では様々な林分で分岐や循環のある路網での車両系システムの経費を試算し，各林分

で最も経費の安い作業システムを明らかにすることと，配置形状が木材搬出経費に与える影響を明らか

にすることを目的とする。そのために，異なる 2 種類の立木サイズを対象林分に，車両系システムの経

費を試算する。さらに，第二章，第三章で明らかになった平均搬出距離が短くなる配置形状と長くなる

配置形状での木材搬出経費を算出し，そこから配置によってどの程度経費が変わるかを明らかにする。 

 

4.2 想定するシステムと経費の算出方法 

4.2.1 想定するシステムと路網モデル 

想定する作業システムは表－1.2 で示されたシステムで，今後の普及拡大が見込まれる作業システム

である 2 システムとする（表－4.1）。システム 1，2 ともに伐倒工程はチェーンソーを，造材工程はプ

ロセッサを，搬出工程はフォワーダを用いたシステムとし，木寄せ工程はシステム 1 ではウィンチ付グ
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ラップルを，システム 2 ではタワーヤーダを用いる。また，ウィンチ付きグラップルとタワーヤーダ，

プロセッサでは 12t クラス（標準バケット容量 0.45m3
）を，フォワーダでは積載量 6t クラスとする。

これらのシステムの作業はそれぞれが独立して行われる直列作業とする。 

想定する路網モデルは，はしご型とする。幹線の本数が 1 本の場合，交通利便性の向上が望めず，

代替路の確保ができないことから，ここでは幹線を 2 本とする。第三章から平均搬出距離に最も影響の

ある因子は起点がある幹線の位置を決定付ける
v
であり，作業効率の高い配置形状は，

v
が限りなく 0.5

に近づく配置（ 5.0≒v ）で，平均搬出距離が最長となる配置は， 0=v の配置であることから，現実に

は考えられないが作業効率の高い配置形状 5.0≒v の場合（以下，合理的な配置とする）と 0=v の場合

（以下，非合理的な配置とする）での経費，すなわち配置形状による最大木材搬出経費と最少経費を算

出して，そこから搬出経費の配置形状による影響を評価する。 

ただし，伐区は 1=d の正方形の形状とし，幹線長と支線長を乗じた値を面積とする。分析に用いる

立木は今後考えられる長伐期施業で生産される大径木とこれまでの施業で生産される立木との 2種類を

用いる。両林分は収穫表作成システム（LYCS）から得られた値とし，長伐期施業で生産される大径木

は樹高を 28 m，1 本あたりの利用幹材積を 1.0 m3/本，その林分を 660 m3/ha と設定し，これまでの施

業で生産される立木は樹高を 18 m，1 本あたりの利用幹材積を 0.3 m3/本，その林分を 360 m3/ha とす

る。なお，前提条件として集材対象の丸太は作業路の延長方向に対して隔たりなく分布していることと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  伐木工程 木寄せ工程 造材工程 搬出工程 

システム 1 チェーンソー 

ウィンチ付   

グラップル 

ハーベスタ 

グラップル付

フォワーダ 

システム 2 チェーンソー タワーヤーダ ハーベスタ 

グラップル付

フォワーダ 

表－4.1 想定するシステム 
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4.2.2 木材搬出に関わる経費の算出 

本研究で算出する経費は，チェーンソー伐倒，プロセッサ造材，タワーヤーダ木寄せ，グラップル木

寄せ，フォワーダ搬出，作業道開設にかかる経費とし，機械運搬費や人員輸送費等の間接費はなしとす

る。タワーヤーダ木寄せ以外のチェーンソー伐倒，プロセッサ造材，グラップル木寄せ，フォワーダ搬

出，作業道開設にかかる経費の算出はサイクルタイムと 1 時間あたりの経費と ha あたりの丸太材積か

ら算出する石川ら（2008）の式を用いる。タワーヤーダ木寄せは架設・撤去に要する時間もあるため，

ここでは石川らの式に架設・撤去費を加えた式を用いる。以下に各工程の経費算出式を示す。 

丸太 1m3
あたりのチェーンソー伐倒による経費 fMC （円/m3

）は（4.1）式を用いて算出する。 

 

 

36001 ××
××=

tu

uff
f

VV
VTC

MC                                （4.1）  

 

fC ：1 時間あたりの伐倒経費（円/時）， fT ：1 本あたりの伐倒時間（秒/本）， uV ：ha あたりの利用木

幹材積（m3/ha）， 1uV ：1 本あたりの利用木幹材積（m3/本）， tV ：ha あたりの丸太材積（m3/ha） 

 

チェーンソーによる 1 本あたりの伐倒時間 fT の中で，チェーンソー伐倒の鋸断時間は酒井ら（1988）

によって，立木材積 1uV （m3/本）に比例することが明らかになっていることから，ここでは鋸断以外の

作業時間 fO を加えた次式からチェーンソー伐倒の作業時間 fT （秒/本）を算出する。 

 

 ftf OVaC += 1                                   （4.2）  

 

ここで 1a ：単位材積あたりの鋸断関係時間（秒/m3
）， fO ：受口・追い口切り以外の作業時間（秒/本） 

 

丸太 1m3
あたりのタワーヤーダ木寄せによる経費 ytMC （円/m3

）は木寄せ時間と架設・撤去時間を加

えた（4.3）式を用いて算出する。 

 

 

604

100

3600

2

1 ××××
×××+

××
××=

cyt

tpc

tu

uytyt
yt

kkv

ssl

VV

VTC
MC                         （4.3）  
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ytC ：1 時間あたりのタワーヤーダ木寄せ経費（円/時）， ytT ：1 本あたりのタワーヤーダ木寄せ時間（秒

/本）， cl ：単位時間労務費経費（円/時・人）， ps ：架設・撤去にかかる人員（人）， ts ：架設・撤去時間

（分）， yk ：1 本あたりの平均横取り距離（m/本）， ck ：平均木寄せ距離（m/本） 

 

1 本あたりのタワーヤーダ木寄せ時間（秒/本）は澤口（1996）のモデル式を用いる。このモデル式は搬

器の往復の平均搬器走行速度 cv （ｍ/秒）と平均横取り速度 yv （ｍ/秒），荷掛け・荷下ろし時間 ytO （秒

/本），平均木寄せ距離 ck ，平均横取り距離 yk から，（4.4）式で表される。 

 

 yt
y

y

c

c
yt O

kk
T ++=

vv

22
                                 （4.4）  

 

本研究では，はしご型路網を用いていることから，道路間隔d（m）の 41 が平均木寄せ距離 ck となる。 

丸太 1m3
あたりのグラップル木寄せによる経費 ygMC （円/m3

）は（4.5）式を用いて算出する。 

 

 

36001 ××
××=

tu

uygyg
yg

VV

VTC
MC                                 （4.5）  

 

ygC ：1 時間あたりのグラップル木寄せ経費（円/時）， ygT ：1 本あたりのグラップル木寄せ時間（秒/

本） 

 

本研究では，等間隔に道路が配置されていることから，ウィンチ付きグラップルの木寄せ作業の作業時

間 ygT （秒/本）はウィンチによる引き出し・引き寄せ時間 wT (秒/本)，グラップルによる引き出し時間 gT

（秒/本），その他の時間 ygO （秒/本）から次式で求める。 

 

 OygTgTwTyg ++=                                   （4.6）  

 

道路間隔がd （m）のとき，1 本あたりの平均木寄せ距離は 4d （m/本）となることから，ウィンチに

よる引き出し・引き寄せ時間 wT （秒/本）は（4.7）式で表さる。また gT （秒/本）は石川ら（2008）の
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（4.8）式を用いる。 

 

 
)

11
(

4 ww
w

d
T

vv ′
+×=

                                （4.7）  

 12 ug VaT =                                      （4.8）  

 

ここで wv ：ワイヤロープの引き出し速度（m/秒）， wv′ ：ウィンチの巻き取り速度（m/秒）， 2a ：単位材

積あたりのグラップルによる引き出し時間（秒/m3
） 

 

丸太 1m3
あたりのプロセッサ造材による経費 pMC （円/m3

）は（4.9）式を用いて算出する。 

 

 

36001 ××
××=

tu

upp
p

VV

VTC
MC                                 （4.9）  

 

pC ：1 時間あたりのプロセッサ造材経費（円/時）， pT ：1 本あたりのプロセッサ造材時間（秒/本） 

 

プロセッサ造材の作業時間 pT (秒)は，U．スンドべリ（1996）によれば処理木の長さ H (m/本)とプロセ

ッサの材送り速度 pv (m/秒)で決まる。しかし，この式では土場での造材を念頭に作られたものであり，

作業道上でプロセッサが移動を繰り返しながら造材する場合にそのまま適用することは困難だと考え

られる。そこで，ここでは材送り・玉切り以外の移動の時間Op（秒/本）を加えた（4.10）式から求め

る。 

 

 p
p

p O
v

lH
C +−=                                   （4.10）  

 

ここで l ：材送り前にプロセッサに送り込まれていた材の長さ（m/本） 

 

材送り・玉切り以外の移動の時間Opは路網密度によって変化することから，ここでは ppv をプロセッサ

の平均移動速度(m/秒)として，次式を用いて算出する。 
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tpp

u
p

V
VD

O
×

×=
v

1
                                    （4.11）  

 

丸太 1m3
あたりのフォワーダ搬出による経費 sfMC （円/m3

）は（4.12）式を用いて算出する。 

 

 

3600×
×=

f

sfsf
sf

V
TC

MC                                   （4.12）  

 

sfC ：1 時間あたりのフォワーダ搬出経費（円/時）， sfT ：1 回あたりのフォワーダ搬出時間（秒/回）， fV ：

1 回あたりのフォワーダ積載量（m3/回） 

 

フォワーダ搬出 1 往復の作業時間 CT （秒/回）は，フォワーダに搭載しているグラップルローダによる

積み込み作業時間 LT （秒/回），走行時間 RT （秒/回），その他の時間 CO （秒/回）から次式で求める。 

 

 CRLC OTTT ++=                                   （4.13）  

 

RT は，平均搬出距離を kS （m/回），フォワーダの空走行速度を fv （m/秒），実走行速度を fv ′ （m/秒）

として，（4.14）式で求める。 

 

 )
11

(
ff vv ′

+×= kR SC                                  （4.14）  

 

なお，平均搬出距離 kS は第二章で構築した（2.20）式を用いて算出する。 

丸太 1m3
あたりの作業道開設による経費 rMC （円/m3

）は（4.15）式を用いて算出する。 

 

 

3600×
××=

t

cc
c

V
DTC

MC                                 （4.15）  
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cC ：1 時間あたりの作業道作設経費（円/時）， cT ：1ｍあたりの作設時間（秒/m），D：路網密度（m/ha）  

 

路網密度は（4.16）式を用いて算出する。 

 

 

sf
g

D
+= 2

                                    （4.16）  

 

Sf ：幹線長（m)， g ：支線本数 

 

チェーンソー伐倒，プロセッサ造材，タワーヤーダ木寄せ，グラップル木寄せ，フォワーダ搬出の 1 時

間あたりの経費は既存の報告（全国林業改良普及協会 2001）を用いる。また，造材の歩留まりを 0.66

と設定し，そこから１ha あたりの丸太材積 tV を算出する。経費の算出に用いる各パラメータの値を表

－4.2 に示す。ここで出典が複数あるものは，これらの報告書の平均値である。 

 

 

 

作業工程 説明 記号 数値 単位 出典

鋸断時間の係数 a 1 90.5 秒/m3

鋸断以外の要素作業時間 O
ｆ

64.1 秒/本

ワイヤロープの引き出し速度 v w 1.92 m/秒 石川ら 2008
ワイヤロープの巻き取り速度 v w ' 0.77 m/秒 イワフジ工業株式会社 2011a

グラップル時間の係数 a 2 60.8 秒/m3

荷掛け・荷下ろし

（ウィンチ付きグラップル）

道路間隔（ウィンチ付グラップル） ｄ 50 m 仮定

人件費（タワーヤーダ） lc 2500 円/時

架設撤去時間 Sp 180 分

架設撤去人員 Sｔ 3 人

平均搬器走行速度 v
ｃ

2.7 m/秒

平均横取り速度 v
ｙ

0.5 m/秒

荷掛け・荷下ろし

(タワーヤーダ）

平均横取り距離 ｋｃ 10 m/本
平均木寄せ距離 ｋｙ 100 m/本 仮定

材送り前にプロセッサに送り込まれている材長 l 2 m/本 スンドベリー 1996

プロセッサの送材速度 v p 0.3 m/秒

関西研究チーム 1995,1996，木幡

2002，松尾 1996, 谷山 2001，立

切 1994，臼井 1995
移動速度 v p ｐ 1 m/秒 仮定

1回の丸太積み込みに要する時間 T L 15.5 秒/回 酒井ら 1996
フォワーダの空走行速度 v f 2 m/秒

フォワーダの実走行速度 v f ' 1 m/秒

積み込み，走行以外の作業時間 O C 1314.8 秒/回 酒井ら 1996
時間あたりの作業道作設経費 C L 6020 円/時

ｍあたりの作設時間 T C 320.5 秒/ｍ

秒/本

搬出

石川ら 2008作業道開設

造材

岡ら 2007，イワフジ工業株式会社

2011b

澤口 1996

伐倒 酒井ら 1988

石川ら 2008
O yg 124 秒/本

集材

Oyt 50

 

表－4.2 木材搬出経費の算出に用いる各パラメータの値 
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4.3 結果 

4.3.1 各立木サイズで木材搬出経費が最も安い作業システム 

ここでは，各立木サイズで木材搬出経費が最も安い作業システムを明らかにする。したがって，配置

形状の影響を排除するために，合理的な路網のみを用いて，分析を行う。合理的な路網でのシステム別

の面積と木材搬出経費との関係を図－4.1 に示す。図－4.1 より立木の大きさに関わらず，システム 2

の経費は面積とほぼ線形関係であるのに対し，システム 1 は下に凸の関係であり，最少経費となる面積

は石川ら（2008）とほぼ同様の結果で，0.3 m3/本では 12.25 ha（幹線長 350 m）で，1.0 m3/本では 6.25 

ha（幹線長 250 m）であった。立木材積が大きくなると，両システムとも木材搬出経費は低くなるが，

立木の大きさによって，経費の安いシステムが異なり，0.3 m3/本では，システム 1 が安いのに対し，1.0 

m3/本ではシステム 2 が安い。次に，林業機械を用いている造材工程，木寄せ工程，搬出工程の経費と

面積との関係を図－4.2 に示す。この図から，両システムとも立木が大きくなると，フォワーダ搬出費

以外の費用が安くなる，特にプロセッサ造材費やグラップルやタワーヤーダ木寄せ費が安くなっている。

0.3 m3/本での木寄せ費はグラップルでは 2673 円/m3
であるのに対し，タワーヤーダでは 5272 円/m3

と

タワーヤーダの方が約 2600 円/m3
高い一方で，1.0 m3/本での木寄せ費はグラップルでは 1067 円/m3

で

あるのに対し，タワーヤーダでは 1228 円/m3
とその差は約 160 円/m3

にまで縮まっている。このことか

ら，立木が大きくなると，木寄せ機械に関係なく，木寄せ費は減少するが，グラップル木寄せ費よりも

タワーヤーダ木寄せ費の減少が大きいため，立木の大きさによって，経費の安いシステムが異なってし

まうことが分かる。また，最も経費の高い工程は 0.3 m3/本のシステム 1 では，プロセッサ造材で，シ

ステム 2 ではタワーヤーダ木寄せであり，1.0 m3/本では 0.3 m3/本と比べて木寄せ費は安くなったのに

対し，フォワーダ搬出費は安くなっていないため，最も経費の高い工程は両システムともフォワーダ搬

出費であった。以上から，立木の大径化を目指す場合は高密な路網が必要なグラップル木寄せよりはタ

ワーヤーダ木寄せの方の経費が安く，その場合に最も経費の高い工程はフォワーダ搬出であることが分

かった。 
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4.3.2 配置形状と搬出経費との関係 

配置形状別の面積と木材搬出経費との関係を図－4.3 に示す。ただし，配置形状によって影響を受け

るのは，フォワーダ搬出費だけであり，他の工程に影響を与えない。このことから，立木による違いは

生じないことから，ここでは 0.3 m3/本の場合の配置形状別の木材搬出経費を試算した。図－4.3 より，

両者の経費の差は 64 ha のシステム 1 では 141 円/m3
，システム 2 では 190 円/m3

，400 ha のシステム

1 では 340 円/m3
，システム 2 では 402 円/m3

となり，面積の増加に伴って，差は大きくなるが，作業

システムによる違いはほとんどない。立木によらず，木材搬出経費の差は作業システムごとで同じであ

ることから，総コストの安い 1.0 m3/本の方が配置形状の影響を受ける。しかし，非合理的な路網の総

図－4.1 合理的な路網でのシステム別の面積と木材搬出経費との関係 

図－4.2 造材工程，木寄せ工程，搬出工程の経費と面積との関係 

左図：0.3 m3/本，右図：1.0 m3/本 



 43 

コストに対する配置形状による削減費は数％と小さい。また，合理的な路網は実際には考えられないた

め，配置形状による木材搬出経費の削減効果はより小さくなり，配置形状が木材搬出経費に与える影響

はほとんどない。このことから，最長平均搬出距離と最短平均搬出距離の距離の差はあるものの，経費

に影響がある程の距離の差ではないことが明らかとなった。 

 

8000

8500

9000

9500

10000

10500

11000

11500

12000

0 100 200 300 400

面積（ha）

総
コ

ス
ト

（
円

/
㎥

）

合理的な路網配置（システム1）

非合理的な路網配置（システム1）

合理的な路網配置（システム2）

非合理的な路網配置（システム2）

 

 

 

 

4.4 路網開設・維持費が経費に与える影響 

本章では，1 時間あたりの作業道作設経費 cC を 6020 円/時，1ｍあたりの作設時間 cT を 320.5 秒/m，

すなわち 1m あたりの開設費を 536 円/ｍと設定して分析をした。その結果，経費が安いのは 0.3 m3/本

ではシステム 1 で，1.0 m3/本ではシステム 2 であることが明らかになった。しかし，丸太 1m3
あたり

の作業道開設費は地質や工法によって大きく変化するため，丸太 1m3
あたりの作業道開設費によっては，

木材搬出経費が変化し，経費の安いシステムが変わる可能性が考えられる。 

そこで，ここでは 1m あたりの作業道開設費と各システムの作業道開設費の差（円/m3
）との関係を

明らかにし，木材搬出経費の安いシステムが入れ替わる 1m あたりの作業道開設費の境界値を明らかに

する。ただし，システム 1 はシステム 2 より，高密な路網が必要となるため，システム 2 の経費の方が

安くなっている 1.0 m3/本では，1m あたりの作業道開設費に関わらず，システム 2 の経費の方が必ず安

図－4.3 路網配置別の面積と木材搬出経費との関係 

左図：0.3 m3/本，右図：1.0 m3/本 
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い。したがって，ここでは 0.3 m3/本の場合のみ分析する。面積ごとに路網密度は異なるため，1m あた

りの作業道開設費と各システムの作業道開設費の差との関係は面積ごとで異なるものの，ここではその

一例として 400 ha での 1m あたりの作業道開設費と各システムの作業道開設費の差との関係を図－4.4

に示す。400 ha でのシステム 1 とシステム 2 との経費の差は 1543 円/ｍ3
であることから，1543 円/ｍ3

となる 1m あたりの作業道開設費は 1682 円/m となる。したがって，1682 円/m を境に，それより高い

作業道開設費であれば，システム 2の方が安くなり，それ安ければシステム 1が安くなることが分かる。

このように面積ごとに算出した木材搬出経費の安いシステムが入れ替わる境界値を図－4.5 に示す。図

－4.5 より，64 ha 以下はシステム 2 が導入できないため，1m あたりの作業道開設費に関係なく，シス

テム 1 が導入されるが，それより面積が大きい場合，1m あたりの作業道開設費 1600～1800 円/ｍを境

にそれより安ければ，システム 1 が最適であり，それより高ければ，システム 2 が最適であることが分

かった。 
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図－4.4 400 ha での 1m あたりの作業道開設費と各システムの作業道開設費の差 
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4.5 まとめ 

異なる2つの立木サイズで分岐や循環のある路網での車両系システムの経費を試算した結果，0.3 m3/

本ではシステム 1 が安いのに対し，1.0 m3/本ではシステム 2 が安くなった。また，0.3 m3/本では 1 ｍ

あたりの作業道開設費 1600～1800 円/ｍで最少経費となる作業システムが替わる値であり，それより 1 

ｍあたりの作業道開設費が大きいと，システム 2 の方が安くなることを明らかにした。これまでは配置

形状によって平均搬出距離がどの程度，変わるかは明らかでなかったが，第三章で配置形状によって変

わる平均搬出距離の変動する範囲が明らかとなった。しかし，この距離の差を経費として試算すると，

かなり小さく，配置形状が木材搬出経費に与える影響はほとんどないことを明らかにした。このことか

ら，分岐や循環のある路網において，木材搬出経費を算出する場合，配置形状を考慮する必要がない。

すなわち，森林作業道の設計において，経験の浅い技術者は平均搬出距離を考える必要はなく，その現

場に適した作業システムを選択し，そのシステムに合った木寄せ距離になるように路網を配置すればよ

いことが分かった。以上から，森林作業道の路網は使用する木寄せ機械に適した道路間隔に配置すれば

よく，森林作業道を作設できる地点や作設できない地点の選定条件を明らかにすれば，経験の浅い技術

者でも容易に森林作業道の設計ができるようになる。 

本研究では作業道維持費を算出する計算式が構築されていなかったことから，作業道維持費を木材搬

出経費に含めないで，分析を行った。しかし，システム 1 とシステム 2 とでは，路網密度が異なるため，

維持費も異なると考えられる。そのため，今後の課題としては，作業道維持費を含めた場合での最適な

作業システムを明らかにする必要がある。また，1ｍあたりの作設時間 cT （秒/m）と 1 時間あたりの作

図－4.5 面積と木材搬出経費の安いシステムが入れ替わる境界値との関係 
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業道作設経費 cC （円/時）との関係が明らかになっていないため，本研究では，木材搬出経費の安いシ

ステムが入れ替わる 1m あたりの作業道開設費の境界値の算出にあたり，1ｍあたりの作設時間 cT （秒

/m）は 1 時間あたりの作業道作設経費 cC （円/時）に関わらず，一定と仮定した。しかし，実際は一定

でない可能性も考えられる。そのため，1ｍあたりの作設時間 cT （秒/m）と 1 時間あたりの作業道作設

経費 cC （円/時）との関係を明らかにし，それを含めた場合での最適な作業システムを明らかにする必

要がある。 
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5章 開設地の選定条件の明確化に対するラフ集合理論の適用可能性 

5.1 はじめに 

本研究の目的は，経験的知識が必要とされる作業効率の高い配置形状を明らかにすることと崩壊しな

い最適な開設地の選定条件の明確化を行うことである。第二章，三章，四章では作業効率の高い配置形

状の検討を行った。この結果から，平均搬出距離が短い配置形状は幹線が支線の中点を通ることであり，

配置形状別に木材搬出経費を算出できるようになった。しかし，このような配置形状を現地において，

設計するには，安全に開設できる地形を選択し，開設できない地形を避ける必要がある。熟練技術者は，

そのような地形を長年の経験から培った経験的知識から見分けているが，この経験的知識は曖昧な部分

が多く，後進への伝達が困難である。このことから，第五章，六章，七章では経験的知識によって行わ

れている森林作業道の開設地の選定条件を明確にする。 

経験的知識によって作設した実際の森林作業道開設地点の地形的特徴から，崩壊しない開設地点を明

らかにする研究が，これまで行われてきた（鈴木ら 2007，梅田ら 2007）。これらの研究では地形的特

徴を地形因子ごとに分析し，各地形因子での地形的特徴を明らかにしている。しかし，各技術者（大橋

ら 2007，田邉ら 2007）によると，開設地の選定は複数の地形の組み合わせを用いて行われているた

め，崩壊しない開設地点の地形条件を明確にするには複数の地形因子の組み合わせを用いて，分析する

必要がある。そのような複数の因子から，対象現象を生じさせるのに有効な因子のみを取り出すことに

よって，その現象を生じさせる最小限の条件（ルール）を抽出するラフ集合理論という手法がある。こ

のラフ集合理論は感性工学（榎本ら 2007，田辺ら 2007）の分野では用いられているが，自然状態か

ら人間の経験を活かして作設された森林作業道といった人工物への適用事例はこれまでない。 

そこで，本章ではラフ集合理論を用いて経験的知識によって行われている森林作業道の開設地の選定

の明確化にあたり，このラフ集合理論が適用できるかを明らかにすることを目的とする。そのために，

ラフ集合理論で得られた条件（ルール）によって，どの程度，森林作業道の開設地を判別できるかを示

す判別割合を算出し，その指標を用いてこの手法の適用可能性の評価を行った。 

 

5.2 対象地の概要 

まず，森林作業道の特徴として，長期間利用でき，開設・維持が低コストであることが挙げられるこ

とから，以下の６つの条件をすべて満たした森林作業道を対象として選択した。 

（1）経験的知識を活用して作設されていること 

（2）長期間利用していること 
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（3）低コストで開設・維持されていること 

（4）高密であること 

（5）作業路網が発展段階ではなく既に完成していること 

（6）堀ら（1989）の三角座標地形分類で車両系に分類されていないこと 

ここで，（5）において作業路網が発展段階の地域を除いたのは，完成していない状態と完成状態とでは，

抽出されるルールが異なる可能性があると考えたためであり，（6）で車両系に分類された地域を除くの

は，森林作業道を設計するにあたり，車両系に分類される地域は基本的に傾斜が緩く，地形による制約

が少ないと考えたためである。これらの 6 つの条件を満たす森林作業道を，設計者や利用年数，路網密

度，作業道の配置などから判断し，高知県四万十町町有林の 6 か所（轟山，井ノ谷山，重木山，キビジ

リ，ゴショの森，宮ノ谷），秋田県湯沢市私有林の 2 か所（滝向，落合），群馬県安中市私有林の 1 か所

（松井田），大阪府千早赤阪村私有林の 1 か所（葛城山），三重県大紀町私有林の 1 か所（大紀），奈良

県上北山村私有林の 1 か所（西原）の 6 地域 12 か所を分析対象の森林作業道とする（表－5.1，図－5.1

～5.12）。対象地の概況は表－5.1 に示したとおり，各対象地の面積は 18～197 ha と 200 ha に満たな

い小規模な団地で，路網密度はキビジリ，ゴショの森，宮ノ谷では 70～100 m/ha，それ以外の地域は

180～240 m/ha と高密である。作業システムは，対象地の傾斜の分布形から最適な作業システムを推定

する堀ら（1989）の三角座標地形分類によると，四万十町の 6 か所（轟山，井ノ谷山，重木山，キビジ

リ，ゴショの森，宮ノ谷），葛城山，西原の計 8 か所で架線系，湯沢市の 2 か所（滝向，落合），松井田，

大紀の計 5 か所で混合系が最適な作業システムと示されたが，実際はどの地域も集材に関しては，ウイ

ンチ付グラップルで，運材に関しては葛城山，西原ではトラックで，その他の地域では林内作業車また

はフォワーダで行う車両系システムである。ただし，西原は場合によって，架線やヘリコプターによる

集材（架線系システム）も行っている。各対象地の伐採林分および伐採施業は，四万十町では 50 年生

のヒノキを，湯沢市では 40 年生以上のスギを，大紀では 35～40 年生のスギを，葛城山では 20～70 年

生のスギとヒノキを，西原では 70～135 年生のスギとヒノキを対象に間伐施業を行っている。また，松

井田では 30～40 年生のスギを対象に保育間伐を行っている。土質は，四万十町では中生代白亜紀の堆

積岩（砂岩，頁岩互層），湯沢市では新第三系三途川層（シルト岩，砂岩，凝灰岩互層），松井田では新

生代の火山砕屑物，降下堆積物である（鈴木ら 2007）。葛城山では領家変成帯（花崗岩類），西原では

中生代白亜紀の四万十累帯（砂岩と礫岩の互層），大紀では中生代白亜紀の四万十累帯（泥質岩）であ

る（中沢ら 1987）。 
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(ha) (m/ha) (度) 集材 運材

轟山 24.3 233.8 31.1 架線系

井ノ谷山 17.9 228.6 32 架線系

重木山 38.2 241.4 31.4 架線系

キビジリ 42.3 96.3 32.2 架線系

ゴショの森 32.5 99.6 31 架線系

宮ノ谷 143.8 76.5 28.9 架線系

滝向 25.3 239.3 25.3 混合系

落合 23.4 239.8 25.2 混合系

群馬県 松井田 31.4 181.5 22.5 混合系 同上 林内作業車

大阪府 葛城山 82.9 205.7 27.6 架線系 同上 トラック

三重県 大紀 96.4 76.9 25.6 混合系 同上 フォワーダ

奈良県 西原 196.6 192 32.3 架線系 同上 トラック

高知県

秋田県 同上 フォワーダ

傾斜 地形指数による作

業システム

用いられる搬出システム

ウインチ付

グラップル

林内作業車

面積 路網密度

対象地

 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.1 対象地の概要 
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図－5.1 対象地（轟山）の路網の平面図  

図－5.4 対象地（キビジリ）の路網の平面図 

図－5.3 対象地（重木山）の路網の平面図 
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図－5.8 対象地（落合）の路網の平面図 

図－5.5 対象地（ゴショの森）の路網の平面図 

図－5.6 対象地（宮ノ谷）の路網の平面図 

図－5.7 対象地（滝向）の路網の平面図 
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図－5.12 対象地（西原）の路網の平面図 

図－5.9 対象地（松井田）の路網の平面図 

図－5.10 対象地（葛城山）の路網の平面図 

図－5.11 対象地（大紀）の路網の平面図 
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5.3 ラフ集合理論の概要 

5.3.1 ラフ集合理論の概念 

ラフ集合理論は 1982 年に Z.Pawlek（1982）によって提唱された。この手法は，様々な属性の組み

合わせで生じる現象を，属性ごとに「類別」していき，その現象に関っていない不要な属性を取り除く

ことで，その現象を発生させる（または発生しない）最小限必要な条件（ルール）を抽出する方法であ

る。これは，感性工学（榎本ら 2007，田辺ら 2007）の分野や山地崩壊や土石流の発生の条件の明確

化（広兼ら 1997，岡本ら 2002，奥原ら 2004）などに利用されており，非線形分析であるため線形分

析である数量化理論Ⅰ類，Ⅱ類や判別分析で問題として挙げられている，説明変数の独立性（多重性の

問題）を考慮しなくてすむことと，サンプル数と変数に制限がないという特徴を持つ分析方法である。 

まず，ラフ集合の概念を図－5.13 に示す。図－5.13 における大きな四角形は作業道の有無を表した集

合であり，その四角形の内部の黒点が作業道ありを示し，白点が作業道なしを示すデータである。図－

5.13 における四角形の集合は，それぞれ 3 つのカテゴリーを持つ属性Ⅰと属性Ⅱで構成されており，そ

れぞれのカテゴリーにより 9 つに区分された領域がある。この 9 つの領域に作業道の有無データは「類

別」され，属性Ⅰが 1かつ属性Ⅱが 3の集合には作業道ありのデータとなしのデータとが混在しており，

属性Ⅰが 1 かつ属性Ⅱが 2 の集合や属性Ⅰが 3 かつ属性Ⅱが 1の集合にはどちらかのみが存在する領域

がある。属性ⅠとⅡを用いて，作業道の有無を区別すると，作業道の有無データのどちらかのみが存在

している領域では作業道の有無を区別できるが，両方が混在している領域ではそれらを区別できない。

このように属性Ⅰと属性Ⅱのカテゴリーの組み合わせだけでは，作業道の有無を区別できないデータの

部分集合をラフ集合という。ラフ集合を減少させるには，図－5.14 に示すように，属性数を増やすこと

で可能になる。図－5.14 では新たに属性Ⅲとして，4 本の斜線が入ることで，図－5.13 と比較して，よ

り細分化された 26 個の領域ができ，ラフ集合にあるデータ数（作業道ありと作業道なしの 2 種類が混

在している領域のデータ数）は図－5.13 では 10 個，図－5.14 では 4 個と，属性数が増えることでラフ

集合にあった 6 個のデータは同一の要素のみが存在する領域になったことが分かる。 

次に，ラフ集合理論から抽出されるルールについて説明する。ラフ集合理論で抽出されるルールは，

現象の発生・非発生（図－5.13 では，作業道の有無）と各属性のカテゴリーの組み合わせとを「If a  then 

b  」の形で表現するものである。a は条件部，b は結論部を意味し， a の部分に条件部に関する属性の

カテゴリーの組み合わせが， b の部分に現象に関する属性が当てはまる。ここで，条件部 a に該当する

データの集合を A ，結論部 b に該当するデータの集合を B とすると，それらの集合はルールに該当する

積集合（ BAI ），条件部には該当するが結論部には該当しない差集合ⅰ（ BA − ），結論部には該当す
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るが条件部には該当しない差集合ⅱ（ AB − ）の 3 種類に分割でき，積集合（ BAI ）を整合領域，差

集合ⅰ（ BA − ）を誤判別領域，差集合ⅱ（ AB − ）を未判別領域（図－5.14）とすると，整合領域，

誤判別領域，未判別領域にあるデータ数はルールによって異なる。例えば，図－5.13 において，「If 属

性Ⅰ＝3 then 作業道なし」という作業道なしのルールには，集合 A には 9 つのデータがあり，集合 B に

は 13 個のデータがある。そのなかで 6 つが整合領域のデータで，3 つが誤判別領域のデータ，7 つが未

判別領域のデータとなる。一方，「If 属性Ⅰ＝2 And 属性Ⅱ＝2 then 作業道なし」という作業道なしの

ルールには，集合 A には 2 つのデータがあり，集合 B には 13 個のデータがある。そのなかで 2 つが整

合領域のデータで，誤判別領域のデータはなく，11 個が未判別領域のデータとなる。前者は整合領域と

誤判別領域ともにデータのあるルールとなり，後者は整合領域にあるデータは少ないが，誤判別領域に

あるデータはないルールとなる。このように，ルールによってそれぞれの領域のデータ数が異なる。そ

のため，それぞれのルールを評価するには，ルールの有効性を示す指標が必要となる。その指標として，

ルールの精度（正解率）を示す確信度と，ルールの汎用性（ルールに該当するデータ数の多さ）を示す

C.I.をそれぞれ，（5.1）式，（5.2）式に定義する。 

 

][

][

ACard
BACard I

確信度確信度確信度確信度＝＝＝＝                                   （5.1）  

 

][

][
..

BCard
BACard

IC
I

＝＝＝＝                                    （5.2） 

 

ここで []card は集合の要素数を表す。例えば，図－5.13 における，「If 属性Ⅰ＝1 And 属性Ⅱ＝2 then 

作業道あり」という作業道ありのルールでは，確信度は 1.00（3/3），C.I.は 0.25(3/12)となる。すなわ

ち，このルールに該当するデータはすべて「作業道あり」であり，このルールは作業道ありのデータの

25%を判別できる評価になる。この確信度と C.I.で各ルールを評価し，確信度と C.I.が高く，またルー

ルの構造が容易である，すなわち属性数が少ないルールをラフ集合理論では基本的に抽出していく。し

かし，一般的に確信度と C.I.がともに大きいルール，すなわちルールの精度が大きく，汎用度も高いル

ールは少なく，一方が大きいと他方は小さくなる（田中ら 1994）ことから，本研究では可変精度ラフ

集合モデルのβの下近似手法（津本ら 1994）に従って，確信度にしきい値を設定し，そのしきい値以

上であったルールを抽出する方法を用いて分析を行う。 
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図－5.13 ラフ集合の概念図 

図中の白い領域がラフ集合となる。 

 

図－5.14 属性数を増やした場合のラフ集合 

斜線は新たに加えた属性Ⅲ（カテゴリー区分）とする。 

また，図中の白い領域がラフ集合となる。 
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5.3.2 条件部に関する属性の決定 

経験的知識の解説書（大橋ら 1989，大橋ら 2007，田邊ら 2007）によると，開設地の選定は傾斜や

タナ地形，尾根や谷，堆積地，地下水が流出する地点などの様々な地形因子を考慮している。そこで，

本研究では熟練の技術者が選定に用いている各地形に該当する地形因子を設定し，その因子を用いて分

析する。その地形因子は，それぞれ解説書で示している傾斜では斜面の平均傾斜（度），タナ地形は凸

型斜面と考え，斜面の鉛直形状（度）を用いる。尾根や谷では斜面の水平形状（度），堆積地形では崖

錐，地下水が流出する地点では 0 次谷と設定する。さらにこれらに斜面下部の傾斜と過去の崩壊を加え

た 7 種類をラフ集合理論に適用する。 

平均傾斜，斜面の鉛直形状（度），水平形状（度），下部の傾斜（度）は ArcGIS を用いて 10 m メッ

シュごとに算出し，崖錐，0 次谷，過去の崩壊は ArcGIS を用いて，各地形に該当する地点を抽出し，

その地点と重なるメッシュを各地形の属性地として与える。以下に各地形因子の算出方法を記す。 

平均傾斜の算出方法は，ArcGIS のエクステンションである Spatial Analyst の Slope 算出機能を用い

て算出する。 

整合領域 

BA −
誤判別領域 

集合Ａ 
集合Ｂ 

AB −
未判別領域 BAI

図－5.14 条件部に該当する集合Ａと結論部に該当する集合Ｂとの関係 
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斜面の鉛直形状の算出にあたり，斜面の鉛直形状の定義を確認する。斜面の鉛直形状とは，斜面の鉛

直方向の断面の形状であり，その形状により，突出しているもの，直線であるもの，湾入しているもの

に分類でき，それぞれ凸型斜面，等斉斜面，凹型斜面と定義される（鈴木 1997）。そこで，本研究にお

ける斜面の鉛直形状は，落水線に沿って断面図を描き，斜面と斜面がなす鉛直面内の内角θθθθを算出し，

算出した内角θθθθを水越ら（2000）の分類にしたがって，凸型斜面（ ＞θ＞θ＞θ＞θ°175 ），等斉斜面（ °° 185175 ≧≧≧≧θθθθ≧≧≧≧ ），

凹型斜面（ ＜θ＜θ＜θ＜θ°175 ）とに分類（図－5.15）する。内角の算出方法は，以下のように行う。10 mDEM

を用いて，各ポイントデータの最大傾斜方向を抽出する。抽出された最大傾斜方向に沿って，各ポイン

トをつなぐ形で落水線を発生させ，落水線上の連続する標高ポイント 3 点について，標高が高い方から

順に 1−iw ， iw ， 1+iw とする。線分 1−iw iw と水平方向がなす角度を標高ポイント iw の最大傾斜角 iαααα ，

線分 iw 1+iw と水平方向がなす角度を 1+iw の最大傾斜角 1+iαααα とし，抽出した最大傾斜角 iαααα と 1+iαααα との関

係から，線分 1−iw iw と線分 iw 1+iw とがなす鉛直面内の内角 iθθθθ を算出し，これを iw の内角 iθθθθ とする。

なお，最大傾斜方向の抽出には，ArcGIS のエクステンションである Spatial Analyst の Flow Direction

機能を用い，落水線の作成は ArcGIS のエクステンションである Spatial Analyst の Stream to Feature

機能を用いる。 
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iw

1+iw

iθ

iα

1−iα

1−iw

1−iα

1−iw

 

 

 

 

 

 

 

 

（ iw は 10 m メッシュ数値地図の標高値， iαは iw の最急傾斜角） 

図－5.15 斜面の鉛直形状の模式図 

 

凸型斜面 

等斉斜面 

凹型斜面 
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斜面の水平形状の算出にあたり，まず斜面の水平形状の定義を確認する。斜面の水平形状とは，斜面

の水平方向の断面形状であり，その形状により，突出しているもの，直線であるもの，湾入しているも

のに分類でき，それぞれ尾根型斜面，直線斜面，谷型斜面と定義される（鈴木 1997）。この斜面形状の

算出には，桜井らの最急勾配と接峰面図を用いた手法（2006）や伊里らの標高の 1 階導関数と 2 階導関

数を用いた手法（1990）が挙げられるが，これらの手法は斜面の水平形状の線的な要素（稜線や水系網

など）の抽出を目的しているため，経験的知識を身につけた熟練の技術者が判読する水平形状の面的な

要素，つまり尾根や谷の拡がりまでは抽出できない。そこで，本研究では等高線の形状から斜面の水平

形状の面的な要素を抽出する水越ら（2000）の方法を用いる。この手法は 3 つの処理からなっており，

1 つ目は等高線の頂点の抽出，2 つ目は抽出した 3 点の頂点がなす山麓側の角度の算出である。その後，

算出された山麓側の角度の値にしたがって，それぞれの斜面型に分類する。まず，等高線の頂点は，

ArcGIS の等高線作成ツールで作成された等高線を構成するポイント（図－5.16）の中から，1 m 以内

に近接するポイントを間引いて得られたポイントデータ（図－5.17）とする。ここで，間引き処理が必

要なるのは，ArcGIS の等高線作成ツールで作成された等高線が極めて多くのポイントで構成されてお

り，熟練の技術者が目視で判読する結果と異なるためである。この間引き処理は ETGeo Wizards
の

Generalize ツール（ETGeo Wizards  2009）で行った。なお，ここで用いた等高線は，ArcGIS の等高線

作成ツールで標高ラスターを用いて作成した 5 m 間隔の等高線であり，抽出されたポイントデータには

位置座標（x，y 座標）の他に標高値（z 座標）が付加されている。次に山麓側の角度は，抽出した連続

する 3 点の位置座標から算出する。山麓側の角度を算出するには，抽出した連続する 3 点のどちら側が

山麓側かを判定する必要がある。そのためには，等高線（標高値 N ）上の連続する 3 点の頂点を順に 1−in ，

in ， 1+in とした場合，それを順に結んだ線分と隣り合う等高線（標高値 5+N ， 5−N ）との相対的な

位置関係が把握できればよい。そこで，本研究ではまず， 1−in を原点に，線分 1−in 1+in を x 軸とした場

合の頂点 in に最も近い，等高線（標高値 N ）より標高値が大きい頂点（標高値 5+N ）と小さい頂点（標

高値 5−N ）をそれぞれ検索する。次に各検索された頂点の y 座標から頂点 in の y 座標を引いた値の正

負を用いて，隣り合う等高線（標高値 5+N ， 5−N ）との相対的な位置関係を把握し，山麓側の角度

を算出する。線分 1−in 1+in を x 軸とすることで，頂点 in の y 座標の正負と隣り合う等高線（標高値 5+N ，

5−N ）の y 座標の正負の 2 種類の正負が得られる（図－5.18）。この正負の組合せによって， 1−in ， in ，

1+in を順に結んだ線分のどちら側に標高が低いまたは高い等高線があるかを把握できる。ただし，この

正負のうち，標高値 5+N の y 座標によるものと標高値 5−N の y 座標によるものは相互に異なる正負

にならなければならないが，検索範囲が広いと正負が同じになる可能性がある。そのため，本研究では
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検索範囲を 1−in ， 1+in の x 座標の範囲内（図－5.19）と設定して，検索を行った。当然，検索範囲が制

限されるため，標高値 5+N と標高値 5−N の両頂点が検索されない場合がある。その場合は検索する

標高値を変更（標高値 10+N ，標高値 10−N …）させ，どちらかの頂点が検索されるまで行う。この正

負の組み合わせから，頂点 in の山麓側の角度 id を決定し，これの頂点 in を包含している 10 m メッシ

ュの属性値として与える。そして，この属性値を水越らの分類（水越 2000）にしたがって，谷型斜面

を °< 170id ，直線斜面を °° 019170 ≦≦≦≦≦≦≦≦ id ，尾根型斜面を id＜＜＜＜°190 に分類して，斜面の水平形状を抽出

する。 

 

 

 

 

 
図－5.16 等高線の頂点（ゴショの森） 
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正

負

X軸

Ｙ
軸

1in −

in
1in +

：等高線の頂点

：等高線

 

図－5.17 1 m 以内にある頂点の間引き処理した等高線の頂点（ゴショの森） 

 

図－5.18 1−in ， in ， 1+in を順に結んだ線分の曲がった方向の評価方法   

等高線（Ｎ＋5） 

等高線（Ｎー5） 

等高線（Ｎ） 
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正

負

X軸

Ｙ
軸

1in −

in
1in +

：等高線の頂点

：等高線

 

   

崖錐とは図－5.20 で示されるような「急崖あるいは自由面から風化生産された岩屑がその基部に堆積

して作った円錐状の堆積地形」（町田 1982）であり，それの地形的特徴は，①同一方向に連続した斜面

があること，②堆積している土砂の末端部の斜面の鉛直形状は凹型斜面であること，③末端部の傾斜角

は安息角以下（含水率によって異なるが安息角はマサ土では 30～45 度，粘土では 40～45 度，砂では

30～45 度，砂利では 27～40 度である）が挙げられる（加藤 1956，鈴木 2000）。これまで佐藤（1995）

や渡辺（1993）は，このように定義された崖錐の抽出を試みており，本研究でもこれらの手法を用いて，

抽出する。抽出にあたり，まず崖錐の 3 つある地形的特徴を，①は斜面方向に関する条件，②は斜面の

鉛直形状に関する条件，③は傾斜に関する条件と置き換え，それら条件を満たす地形を崖錐として抽出

する。この手法は落水線に沿った連続する3点を崖錐の抽出単位とし，その3点の標高が高い順から 1S ，

2S ， 3S とし，各点に斜面方向に関する条件，斜面の鉛直形状に関する条件，傾斜に関する条件を適用

させる。それぞれの条件は以下となる。斜面方向に関する条件は，その 3 点の斜面方向が同一であるこ

と，斜面の鉛直形状に関する条件は， 1S の鉛直形状は問わないが， 2S は凸型でなく， 3S は凹型である

こと，傾斜に関する条件は 3S の傾斜が安息角以下で， 1S ， 2S は 3S より急傾斜である。これらの条件を

満たす 3 点を崖錐として抽出し，抽出した地点を包含する 10 m メッシュには「崖錐有」を，包含しな

図－5.19 標高値が高いまたは低い頂点の検索範囲  

等高線（Ｎ＋5） 

等高線（Ｎー5） 

等高線（Ｎ） 
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い 10 m メッシュには「崖錐無」の情報を属性値として与える。ただし， 1S の鉛直形状が凸型の場合は，

1S は堆積部ではなく，土砂生産部であると考え，そのような場合は 2S ， 3S の 2 点のみ抽出する。なお，

斜面方向の算出は，上述した ArcGIS のエクステンションである Spatial Analyst の Flow Direction 機

能で行い，落水線は ArcGIS のエクステンションである Spatial Analyst の Stream to Feature 機能で

作成する。斜面の鉛直形状および傾斜は 10 m メッシュごとに算出した斜面の鉛直形状および平均傾斜

の値を用いた。 

 

 

 

 

 

0 次谷とは「1 次水流の上流端から谷頭の谷型斜面」と定義（鈴木 2000）され，また国土交通省が作

成した砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）では，0 次谷の判読方法を「1／25,000 地形図あ

図－5.20 崖錐の模式図 

 
鈴木隆介（2000）から引用 
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るいは大縮尺の地形図を使用して，等高線のくぼみ具合を眺めて，凹んでいる等高線郡の間口よりも奥

行きが小なる地形とする」（国土交通省 2009）と定めている（図－5.21）。そのため，0 次谷に関する

研究（寺島 2001，塚本 1973a，1973b，1973c，1974）では，0 次谷の判読は地形図を用いて目視で

行っている。しかし，目視での判読は経験が必要であるため，本研究では谷型斜面の始まりである 0 次

谷を，斜面の水平形状の抽出に用いた等高線の 3 点がなす角度が 160 度以上，170 度以下と設定し，そ

の条件に該当する地点を抽出した。抽出した地点を包含する 10 m メッシュには「0 次谷有」，包含しな

い地形メッシュには「0 次谷無」の情報を属性値として与えた。ただし，目視による 0 次谷の判読は巨

視的であることから，水平形状で用いた頂点に対して，10 m 以内にある頂点を間引く処理をして得ら

れた頂点を用いて判定する。間引き処理は，上述した ETGeo Wizards
の Generalize ツール（ETGeo Wizards 

2009）を用いた。 

 

 

 

a

b
0次谷 ・・・ a>b

1次谷 ・・・ a<b

 

 

 

 

斜面下部の傾斜は，10 m メッシュの周囲 8 メッシュにおいて，10 m メッシュの最急傾斜方向の下方

にあるメッシュの平均傾斜である。すなわち，斜面の鉛直形状の算出に用いた 1−iw ， iw ， 1+iw におい

て， 1+iw を包含する 10 m メッシュの平均傾斜の値（図－5.22）となる。斜面下部の傾斜は，平均傾斜

図－5.21 国土交通省による 0 次谷の判読方法 
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および斜面の鉛直形状で用いた手法を組み合わせて算出する。 

 

 

 

 

 

 

過去の崩壊は，防災科学技術研究所が無料で公開している地すべり地形分布図データベース（防災科

学技術研究所 2009）を用いる。このデータは，北海道と関東の一部以外の地域が公開されており，測

地法，投影法およびファイル形式は，JGD2000 の経緯度のシェープファイルである。作成方法は，地

すべり地形の判読経験が 20 年以上で，地すべり地形に関して高度な判読技術と知識を持つ研究者が，

実体鏡を用いて 4 万分の 1 モノクロ密着焼きの空中写真から，単位地すべりの幅が約 150 m 以上の大

きさを抽出したものである。地すべり地形分布図データベースにおいて過去に崩壊があった対象地は，

西原，葛城山，大紀，滝向，落合の 5 地域である。 

なお，属性の算出や抽出に用いた 10 mDEM は，（株）北海道地図が発行している 10 m メッシュの

デジタル標高データであり，このデータの測地法，投影法およびファイル形式は JGD2000 の平面直角

座標のシェープファイル，データは国土地理院が発行している 1/25,000 地形図の等高線をデジタイズし

：最急傾斜方向 

：平均傾斜を算出したメッシュ 

： 10 m メッシュ 

：下部の傾斜を算出したメッシュ 

iw
：標高ポイント 

1+iw

図－5.22 斜面下部の傾斜 
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てできた等高線データベースから，プログラム処理で作成された 10 m 間隔の格子点である。 

これらの属性をラフ集合理論に適用させるには，各属性をカテゴリーに分類する必要がある。そのた

め，連続値データや質的データを表－5.2 に示すように分類する。過去の崩壊のデータは 5 地域（西原，

葛城山，大紀，滝向，落合）のみであるので，それらの地域では条件部に関する属性は 7 つあり，その

他の地域は 6 つとなる。 
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属性 10m メッシュによる分類 

緩 ～10 

やや緩 10～20 

中 20～30 

やや急 30～40 

平均傾斜 

急 40～ 

鋭い谷 ～160 

広い谷 160～170 

直線 170～190 

広い尾根 190～200 

斜面の水平形状 

鋭い尾根 200～ 

凸 ～160 

やや凸 160～175 

等斉 175～185 

やや凹 185～200 

斜面の鉛直形状 

凹 200～ 

緩 ～10 

やや緩 10～20 

中 20～30 

やや急 30～40 

下部の斜面 

急 40～ 

無 無 

0 次谷 

有 有 

無 無 

崖錐 

有 有 

無 無 

過去の崩壊履歴 

有 有 

表－5.2 条件部に関する属性のカテゴリーによる分類  
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5.3.3 結論部に関する属性の決定 

第二章，三章，四章では斜面方向へ配置された幹線と等高線に沿って等間隔に配置された支線とが組

み合わされたはしご型路網を用いて，作業効率の高い配置形状を分析した。この路網において幹線の機

能は，作業現場へ到達することが主であり，支線は安全に作業することである。主な機能が異なること

から，幹線と支線とでは配置手法は異なると考えられ，そのため幹線と支線の開設適地は異なる。そこ

で，本研究では結論部に関する属性を幹線の開設適地（以下，幹線の開設地点とする）と支線の開設適

地（以下，支線の開設地点とする）とし，さらに森林作業道を作設されていない場所（以下，作設され

ていない地点）を加えた 3 種類とする。 

斜面方向に配置された幹線と等高線方向に配置された支線との分類は，等高線との関係から目視によ

って容易に行える。しかし，この結果，得られた分類には，個人差があり再現性に乏しい。そこで本研

究では，客観的で再現性のある分類方法として，等高線と森林作業道との交角を用いる。これは，等高

線に沿っている支線は交角が小さくなり，斜面方向に配置している幹線は交角が大きくなることから，

両者の差が明確になると考えたためである。交角は，10 m 状のメッシュを作成し，作成された各 10 m

メッシュ内部を通る森林作業道の両端を結んでできる線分と，等高線の両端を結んでできる線分との交

角として算出する。ここで，メッシュ内部で等高線と森林作業道が交差していない場合（図－5.23a メ

ッシュ）でも線分の交角を算出するが，メッシュ内部に等高線がない場合（図－5.23b メッシュ）は交

角の算出を行わない。また，メッシュ内部に複数の等高線がある場合（図－5.23c メッシュ）は，森林

作業道と交差している等高線または森林作業道に最近接の等高線を用いて交角を算出し，メッシュ内部

で森林作業道が分岐している場合（図－5.23d メッシュ）は，森林作業道の分岐点を端点の 1 つとする

線分を考え交角を算出する。 

森林作業道を幹線と支線とに分類するにあたっては，まず路網を分岐点で分割して分岐のない路線に

分ける。さらにその路線を 50 m 単位で分割し，その区間を分類単位とする。区間ごとに通過するメッ

シュの中で交角が 30 度以上となるメッシュの比率を算出し，その比率が 30 %以上の路線を幹線，30 %

未満の路線を支線と分類する。 

また，作設されていない地点は森林作業道が開設されていない地点とする。 

各属性の分類に用いた森林作業道の位置座標データは GPS（Trimble 製 Pathfinder Pro XR）で測位

して得たデ－タを後処理ディファレンシャルして，誤差を 50 cm 以下まで修正したデータであり，その

データの測地系，投影法およびファイル形式は，JGD2000 の平面直角座標のシェープファイルに変換

したものとする。 
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10mメッシュ

路網

等高線(5m）

端点

c

a

d

b

端点を結んでできる線分

10mメッシュ

路網

等高線(5m）

端点

c

a

d

b

端点を結んでできる線分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業道と等高線がある a のメッシュでは，交角を算出する 

等高線のない b のメッシュでは，交角を算出しない 

等高線が複数ある c のメッシュでは，作業道と最も近い等高線の線分から交角を算出する 

作業道が分岐する d のメッシュでは，分岐点で分割して交角を算出する 

図-5.23 交角の計測方法の模式図 
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5.3.4 しきい値の決定 

過去の研究において，ルールを抽出するためのしきい値は，誤判別領域にあるデータを含まない 1.00

（広兼ら 1997，岡本 2002，奥原ら 2004，竹本ら 2004，榎本ら 2007，田辺ら 2007）や，誤判別領

域にあるデータの半分を含む 0.50（津本 ら 1994，榊原ら 2000，佐藤ら 2002）が用いられている。

しきい値を設定するにあたり，考慮すべき点は結論部に関する属性（図－5.13 では作業道ありと作業道

なし）に該当するデータ数の比率に確信度が影響を受けることである。その例を図－5.24 に示す。図－

5.24 ではそれぞれの結論部に該当するデータの比率は，作業道なしでは 0.86（ 7060 ），作業道ありで

は 0.14（ 7010 ）となっており，明らかに作業道なしに偏っている。このような場合，比率が高い方の

ルールでは，整合領域と誤判別領域にあるデータ数は相対的に誤判別領域の方が少なくなるため，その

結果，比率の高い方のルールの確信度は全体的に高くなる。一方，比率の小さい方のルールの確信度は

逆に低くなる。したがって，結論部に関する属性に該当するデータ数の比率を考慮して，しきい値を設

定しなければ，有益なルールを抽出することは難しい。そこで，対象地ごとにそれぞれの結論部に該当

するデータ数が占める割合を図－5.25 に示す。図－5.25 から，それぞれの割合は作設されていない地点

では 7～9 割と大きく，支線の開設地点では 1～2 割，幹線の開設地点では 1 割以下と幹線の開設地点と

支線の開設地点は小さい値を示している。このことから，本研究では，比率の小さい幹線の開設地点と

支線の開設地点のしきい値を 0.50 に，比率の大きい作設されていない地点では 1.00 に設定して，ルー

ルの抽出を行う。 
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図－5.24 しきい値の設定で考慮すべき例 
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5.3.5 評価方法 

ラフ集合理論の適用可能性の評価は，抽出されたルールに該当する集合をT ，結論部 b に該当するデ

ータの集合を B として，（5.3）式から算出される判別割合 D を用いて評価する。 

 

[ ]
[ ]BCard

TCard
D =                                       （5.3）  

 

図－5.24 各結論部のデータ数が占める割合 

 

各
結
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これによって，抽出されたルールで各結論部はどの程度判別できるかを評価できる。 

 

5.4 適用可能性の評価結果 

5.4.1 ラフ集合理論から抽出した地形条件 

ラフ集合理論を用いて抽出した幹線の開設地点となる条件の一部を表－5.3 に示す。例えば，条件 A

は「平均傾斜が緩で水平形状が広い尾根で，鉛直形状がやや凸を満たす地点は，幹線の開設地点になる」

ことを表す。このようにラフ集合理論によって，作業道の選定条件が明確になることが分かる。また地

域によって抽出される選定条件の数は異なり，幹線の開設地点では 15～97 個，支線の開設地点では 29

～222 個，作設されていない地点では 76～277 個となった。 

 

 

 

 

ルール 傾斜 水平 鉛直 下部 崖錐 0次谷 履歴

属

性

数

A 緩 広い尾根 やや凸 3

B 緩 谷 凸 無 4

C 緩 凸 中 無 4

D 緩 谷 やや凸 やや緩 4

ルール 傾斜 水平 鉛直 下部 崖錐 0次谷 履歴

属

性

数

A 緩 広い尾根 やや凸 3

B 緩 谷 凸 無 4

C 緩 凸 中 無 4

D 緩 谷 やや凸 やや緩 4  

 

 

5.4.2 属性数と判別割合との関係 

ラフ集合理論の特徴として，条件部に関する属性数が増加すると，判別割合も増加するが，同じ属性

数であっても，属性の組み合わせによって大きく異なる。例えば，本研究における判別割合と属性数と

の関係（図－5.26）では，属性数が増えると最大判別割合が増えていくことが分かる。ただし，図－5.26

は各属性数において，判別割合が最大となる組み合わせと最小となる組み合わせの判別割合を示してい

る。このように属性数が増加すると，判別割合が増加することが本研究でも確認された。したがって，

地形属性数が多いほうが判別できる割合が増加するので，経験的知識の明確化には，多くの地形属性を

表－5.3 ラフ集合理論から抽出した選定条件の一部（落合の幹線の開設地点の一部） 
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用いての分析が適切である。しかし，多くの地形属性を用いると得られた条件が複雑になるため，その

条件の評価には時間を要してしまう。そのため，最適な属性数は判別割合が高いことと，なるべく属性

数が少ないことであると考えられる。そこで，全地形属性を用いる必要があるかを明らかにするために，

結論部ごとに，属性数による最大判別割合の推移（図－5.27）を算出した。幹線の開設地点の判別割合

は，3 属性まではどの属性の組み合わせでも 2 割以下と低いが，4 属性では大紀と宮ノ谷，西原以外の

地域において判別割合が増加して，3 割以上となり，さらに，属性数が増加するにしたがって，判別割

合も増加する。支線の開設地点の判別割合は，3 属性までは 1 割以下と幹線よりも低いが，4 属性では

葛城山，大紀，宮ノ谷以外の地域で 2 割以上となり，5 属性では大紀と宮ノ谷以外の地域で 3 割以上と

属性数が増加するにしたがって判別割合も増加する。作設されていない地点の判別割合は，3 属性まで

は轟山以外の地域で 3 割以下ではあるが，幹線の開設地点や支線の開設地点と比較すると高い地域が多

く，4 属性で松井田以外の地域で 3 割以上となり，幹線の開設地点や支線の開設地点と同様に属性数が

増加するにしたがって判別割合も増加する。すべての地形属性から 3 つ選んだ組み合わせでは，どの結

論部でも判別割合は低い。4 属性になると，組合せによっては高い判別割合を示しており，地域によっ

ては 5 属性から，判別割合が変化しないところもある。しかし，幹線の滝向や支線の落合や滝向，大紀

は最後の属性で判別割合が上昇している地域もあることから，ラフ集合理論の適用可能性の評価は，各

結論部に全属性を用いた場合の判別割合を用いる。図－5.28 に各結論部に対する全属性を用いた場合の

判別割合を示すとおり，幹線の開設地点，支線の開設地点に関しては，大紀と宮ノ谷以外の 10 地域で 5

～8 割の範囲にあった。一方，作設されていない地点では全ての地域で 5 割以上であった。このことか

ら，大紀と宮ノ谷の幹線の開設地点と支線の開設地点以外は，どの結論部においても判別できているこ

とが分かる。大紀と宮ノ谷の幹線の開設地点と支線の開設地点の判別割合が低かった理由として，図－

5.25 より分かるように幹線の開設地点と支線の開設地点の割合が他の地域と比較して小さいことから，

幹線の開設地点，支線の開設地点のルールを抽出するしきい値が適切でなった可能性が示唆される。し

かし，図－5.25 において宮ノ谷や大紀と幹線の開設地点の割合が同様であるキビジリやゴショの森では，

高い判別割合を示しており，各型が占める割合以外にも両者の判別割合を減らす要因があると考えられ

る。また，幹線の開設地点，支線の開設地点と作設されていない地点の全てのデータに対する判別割合

は，全ての地域で約 6 割前後となり，判別できる割合は比較的高かった。幹線の開設地点や支線の開設

地点で判別割合が低かった宮ノ谷山や大紀でも全てのデータに対する判別割合が高かったのは，全デー

タの 7～9 割を占める作設されていない地点の判別割合が高かったためである。したがって，全てのデ

ータに対する判別割合はどの地域でも 6 割であったことから，作業道の選定条件の抽出に対してラフ集
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合理論を適用することは可能であると考えられる。 
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図－5.26 属性数と判別割合との関係（落合の幹線の開設地点の例） 
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図－5.27 属性数と最大値の判別割合との関係 

上図：幹線の開設地点，中図：支線の開設地点，下図：作設されていない地点 
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図－5.28 全属性を用いた場合の判別割合 
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5.5 考察 

5.5.1 カテゴリー数がラフ集合理論で得られる結果に与える影響 

ラフ集合理論を適応するにあたっては，連続変量データをカテゴリーデータに分類する必要がある。

ここでは，表－5.2 に示したとおり，平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の鉛直形状，下部の傾斜に関し

ては 5 カテゴリーに，崖錐，0 次谷，過去の崩壊に関しては 2 カテゴリーに分類した。このカテゴリー

数を少なくすると，分析や得られる条件が簡便になるが，判別割合の増加は難しい。したがって，表－

5.2 に示したカテゴリー数を少なくした場合に図－5.28 と同等の判別割合であれば，得られた条件はよ

り簡便になり，評価は容易になる。そこで，表－5.2 のカテゴリー分類が適切であったかを確認するた

めに，平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の鉛直形状，下部の傾斜のカテゴリー数を 3 つに減らし，崖錐，

0 次谷，過去の崩壊のカテゴリー数は 2 つ（表－5.4）のままで，再度判別を行い，その結果得られた判

別割合（以下，3 カテゴリーによる判別割合）と表－5.2 のカテゴリー分類を用いて判別して得られた

判別割合（以下，5 カテゴリーによる判別割合）とを比較する。ここでしきい値は，幹線の開設地点と

支線の開設地点では 0.50，作設されていない地点では 1.00 とする。その結果（図－5.29），3 カテゴリ

ーによる判別割合において，判別割合が 0.5 以上となったのは，0.57 の轟山の作設されていない地点と

0.54 のゴショの森の作設されていない地点，0.50 のゴショの森の全体だけで，その他の地域の結論部で

は 0.5 以下と判別割合は低かった。また 3 カテゴリーによる判別割合と 5 カテゴリーによる判別割合と

を比較して，3 カテゴリーによる判別割合の方が高い地域は，大紀の支線の開設地点のみとなり，他の

地域の各結論部は 5 カテゴリーより低い値となった。このことから，3 カテゴリーに判別割合では，5

カテゴリーによる判別割合より低い値となった。これはカテゴリー数を減らすと，条件部を構成するカ

テゴリーの組み合わせが減少するため，分析に要する時間の短縮や結果の簡便化という利点はあるもの

の，条件部に関する属性の組み合わせの減少により，判別割合は低くなる。したがって，適切な判別割

合を得るためには，分析に時間がかかり，結果が複雑になる可能性があるものの，カテゴリー数はある

程度設定する必要があると考えられる。 
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属性 10m メッシュによる分類 

緩 ～20  

中 20～30 傾斜(度) 

急 30～ 

谷 ～170 

直線 170～190 

斜面の水平

形状 

尾根 190～ 

凸 ～175 

等斉 175～185 

斜面の鉛直

形状 

凹 185～ 

緩 ～20  

中 20～30 

下部の斜面

（度) 

急 30～ 

無 無 

0 次谷 

有 有 

無 無 

崖錐 

有 有 

無 無 過去の崩壊

履歴 有 有 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.4  条件部に関するカテゴリーの再分類（3 カテゴリー） 
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図－5.29 カテゴリーの違いによる判別割合の変化 
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5.5.2 しきい値がラフ集合理論で得られる結果に与える影響 

本研究においてラフ集合理論を導入するにあたって，抽出するルールを決定するために用いた確信度

のしきい値は，幹線の開設地点と支線の開設地点では 0.50，作設されていない地点では 1.00 とした。

その結果，全データの 6 割の結論部を判別できたが，幹線の開設地点，支線の開設地点では，確信度の

低いルールも抽出される。一方で，確信度のしきい値を高くすると，抽出されたルールによる判別割合

が低下する。そこで，判別割合に対する確信度のしきい値の影響を明らかにするために，幹線の開設地

点と支線の開設地点において，確信度のしきい値を 0.50，0.75，1.00 と変化させ，判別割合がどのよう

に変化するか比較した。その結果を図－5.30 に示す。まず，幹線の開設地点のしきい値の変化は 1.00

では 0.32 の滝向と 0.36 のキビジリ以外では，判別割合は 0.3 以下，しきい値が 0.75 では 0.64 のキビ

ジリ以外では 0.5 以下となっており，しきい値が 1.00 から 0.50 に下がっていくにつれ，幹線の開設地

点の判別割合は増加していることが分かる。支線の開設地点のしきい値の変化は 1.00 ではどの地域も

判別割合は 0.3 以下，しきい値が 0.75 ではどの地域も 0.5 以下となっており，しきい値が 1.00 から 0.50

に下がっていくにつれ，支線の開設地点の判別割合は増加していることが分かる。幹線の開設地点，支

線の開設地点ともにしきい値が 0.75 になると判別割合はしきい値 1.00 より高い値を示すが，それでも

多くの地域ではデータの半分は判別できてはいなかった。したがって，幹線の開設地点と支線の開設地

点において，多くの地域で高い判別割合を得るには，確信度が低い 0.50 が妥当であることが分かる。 
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5.6 まとめ 

本章では，森林作業道開設地の選定条件の明確化に対して，ラフ集合理論が適用できるかを明らかに

するために，判別割合を算出した。算出したその割合からラフ集合理論の適用可能性を評価した結果，

図－5.28 に示すとおり，判別割合は高く，ラフ集合理論の有効性が示された。このことから，ラフ集合

理論は専門家しか有していなかった技能や意思決定能力を明確できるエキスパートシステムとして，適

用できる可能性がある。これは，林業従事者が経験的に行っている（例えば，定性間伐の基準や伐倒方

向の決定など）の明確化への応用が期待される。 

また，得られた条件を分析することによって，熟練の技術者が開設適地や不適地を選定している条件

の特徴を明らかにすることができる。そこで，第六章ではコラムスコア法と組み合わせ表，クラスター

分析を用いて，得られた条件からそれぞれの条件の地形的特徴を明らかにする。 
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6章 開設地の選定条件となる地形的特徴の抽出 

6.1 はじめに 

経験的知識によって行われる森林作業道の開設地の選定条件の明確化に対し，第五章ではラフ集合理

論が適用可能であることが示された。経験の浅い技術者でも，容易に森林作業道の作設計画を行うには，

抽出した選定条件がどのような地形で，どのような地域に適用できるかを明らかにする必要がある。そ

こで，本章では開設地の選定に必要とされる地形属性，地形カテゴリー，そのカテゴリーの組合せ（条

件）の地形的特徴を明らかにし，カテゴリーの組合せ（条件）が適用できる地域を明らかにすることを

目的とする。そのために，地形属性に関しては結論部の判別で重要視している属性を評価する重要度と

呼ばれる指標を用いて，評価する。地形カテゴリーとその組合せに関しては，ラフ集合理論で得られた

地形条件は膨大で，地域によってその条件は異なることから，ここでは抽出された数百の条件を属性値

単位に分解し，高評価である属性値に高得点を与えることで，共通性の高いカテゴリーやその組合せを

抽出するコラムスコア法と組合せ表を用いて，共通性の高い地形カテゴリーとその組合せの絞込みを行

い，さらにクラスター分析して，共通性の高い地形的特徴と適用できる地域を明らかにする。 

 

6.2 評価方法 

6.2.1 重要度 

各地形属性が開設地の選定に寄与している割合を示す重要度 I から，地形属性に関する地形的特徴を

明らかにする。重要度 I の算出方法を（6.1）式に示す。 

 

a

da

D

DD
I )( −

=
                                  （6.1）  

 

ただし， aD ：全属性を用いたときの判別割合， dD ：特定の属性を除いて算出した判別割合 

 

（6.1）式から重要度が 0 の場合，ある属性を除いて算出した判別割合と全属性を用いたときの判別割

合が同値になることを示す。このことから，重要度が 0 に近いほど，その属性は重要ではなく，重要度

が 1 に近いほど，その属性は重要と評価できる。 
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6.2.2 コラムスコア法 

共通性の高い重要な地形カテゴリーの絞込み方法として，抽出した条件の汎用性（C.I.値）が高いこ

と，抽出した条件の条件部の長さ（条件部を構成する属性数）が少ないことの 2 つの条件を評価し，そ

の評価が高かった条件の条件部にあるカテゴリーを抽出する方法が最も簡便であると考えられる。しか

し，C.I.値と条件部を構成する属性数という次元の異なる 2 つの尺度の一元化が難しいこと，2 つの条

件において，評価の高い条件の条件部のみを抽出するため，評価の低い条件の条件部にあるカテゴリー

の組み合わせは反映されないことがこの考えの問題として指摘されている（森ら 2004）。そこで，本章

ではこれらの問題を解決したコラムスコア法（井上ら 2000）を用いて，各カテゴリーの共通性を評価

した。これは，カテゴリーの共通性の指標であるコラムスコアを算出し，そのコラムスコアがしきい値

以上であるカテゴリーを共通性が高いと判定する方法である。コラムスコアとは抽出した条件の C.I.値

と，その条件の条件部を構成する属性数を用いて，その条件部に含まれるカテゴリーに得点を与え，そ

の得点をカテゴリーごとに合計した値である。このコラムスコアは以下のように算出する。抽出した条

件数を K 個とし，k 番目の条件の C.I.値を kP ，k 番目の条件（ルール）の条件部に該当する集合を kQ

（ k =１，･･･，K ），条件部を構成するカテゴリーを Zz ∈ （ただし， Z はすべてのカテゴリーの集合）

とすると， kQ が kn 種の z からなるとき， kQ におけるカテゴリー z のスコア kzS を（6.2）式を用いて

算出し，（6.3）式に代入して z のコラムスコア zCS を算出する。 

 

kn
P

S
k

kz =
  [ kQz ∈

のとき]                            （6.2）  

 

0=kzS   [ kQz ∉
のとき]                              （6.2）  

 

∑
=

=
K

k

kzz SCS
1

                                   （6.3）  

 

ここで，（6.2）式におけるカテゴリーのスコアは C.I.値を，得られた条件（ルール）の条件部を構成す

る属性数で割った１カテゴリーあたりの C.I.値になる。 

ここで，（6.2）式，（6.3）式について，表－6.1 の例を用いて説明する。表－6.1 の例は，説明の便宜
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上作成したもので，実際には無い。表－6.1 において条件 1 の C.I.値は 0.60 で，構成する属性数は平均

傾斜が緩と水平形状が尾根の 2 属性であるため，各カテゴリーのスコアは 0.30（ 260.0 ）となる。こ

の値が平均傾斜の緩と水平形状の尾根のスコアになる。同様に，条件ごとに抽出されたカテゴリーのス

コアを算出し，これをカテゴリーごとに合計した値がコラムスコアとなる。表－6.2 に表－6.1 から算出

されるコラムスコアを示す。しきい値の決定にあたっては，井上ら（2000）の手法にならい，コラムス

コアの平均値の 1.5 倍とする。表－6.1 から算出されるコラムスコアのしきい値を表－6.3 に示す。表－

6.3 から，しきい値以上である緩傾斜，尾根と凸が共通性の高い地形カテゴリーと判定される。 

このような方法を用いて，実際に対象路網ごとにコラムスコアを算出し，共通性の高い地形カテゴリ

ーを判定した。 
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  属性のカテゴリー C.I.値 

 平均傾斜 斜面の水平形状 斜面の鉛直形状  

  緩傾斜 急傾斜 谷 直線 尾根 凸 等斉 凹   

条件 1 ○    ○    0.60 

条件 2  ○   ○ ○   0.60 

条件 3 ○  ○   ○   0.30 

条件 4     ○     ○     0.40 

  属性のカテゴリー C.I.値 

 平均傾斜 斜面の水平形状 斜面の鉛直形状  

  緩傾斜 急傾斜 谷 直線 尾根 凸 等斉 凹  

条件 1 0.30    0.30    0.60 

条件 2  0.20   0.20 0.20   0.60 

条件 3 0.10  0.10   0.10   0.30 

条件 4   0.20    0.20     0.40 

コラムスコア 0.40 0.20 0.30  0.50 0.50    

コラムスコアの平均値 0.24 

コラムスコアのしきい値 0.36 

表－6.1 コラムスコアの算出に用いる例 

表－6.3 表－6.1 から算出されるしきい値 

表－6.2 表－6.1 から算出されるコラムスコア 
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6.2.3 組合せ表 

ここでは算出したコラムスコアと抽出した条件の C.I.値から作成される組合せ表を用いて，結論部の

選定条件に共通性の高い地形カテゴリーの組合せ（条件）を明らかにする。組合せ表とは，条件部を構

成するカテゴリーを 2 属性のカテゴリーの組み合わせに分割して，分割してできた組み合わせから共通

性の高いカテゴリーの組み合わせを再構築する表である。まず，表－6.1 の例から作成される組み合わ

せ表を表－6.4 に示す。表－6.4 において，行はカテゴリー，列はカテゴリーとそれに対するコラムスコ

アで構成されており，それぞれのセルの値は C.I.値から算出される配分スコアとする。この配分スコア

を列ごとに集計した値はコラムスコアと一致する。配分スコアの算出方法は，①セルを構成する 2 カテ

ゴリーの組み合わせをもつ条件を検索し，②該当してなければ 0 をセルに付加し，該当していれば，そ

の条件の C.I.値を，その条件の条件部を構成するカテゴリーから 2 カテゴリーの組み合わせを抽出する

数の 2 倍で割った値をそのセルに付加する，③すべての条件に対して①，②の工程を行う。この配分ス

コアの算出方法を表－6.1 の例を基に説明する。平均傾斜が緩で，斜面の水平形状が谷である組み合わ

せに該当する条件は，条件 3 のみになる。条件 3 の C.I.値は 0.30 で，条件部は 3 種類のカテゴリーか

ら構成されているので，2 カテゴリーの組み合わせ数は 3 となる。したがって，配分スコアは 0.05

（ 2330.0 ）になる。また，斜面の水平形状が谷で，斜面の鉛直形状が凸である組み合わせに該当す

る条件は，条件 3 と 4 になる。条件 4 の C.I.値は 0.４で，条件部は 2 種類のカテゴリーから構成されて

いるので，2 カテゴリーの組み合わせ数は 1 となる。したがって，条件 4 から得られるスコアは 0.20

となり，このセルの配分スコアは条件 3 と条件 4 の合計値 0.25（0.05+0.20）となる。このように各セ

ルに該当する配分スコアを算出し，組合せ表を作成する。次に作成された組合せ表から，共通性の高い

カテゴリーの組み合わせを抽出する。これは，コラムスコアと同様に配分スコアのしきい値を設定し，

そのしきい値以上となる配分スコアを抽出して，抽出された配分スコアを列方向に組み合わせていく方

法である。ただし，これができる列はコラムスコアのしきい値より，コラムスコアが大きい場合のみで

ある。なお，しきい値は井上ら（2000）の手法にならい，配分スコアの平均値の 1.5 倍とする。表－6.4

から配分スコアのしきい値とコラムスコアを示す。このような方法から得られた共通性の高いカテゴリ

ーの組み合わせは，尾根と緩，緩と尾根，谷と凸の 3 つになる（表－6.5）。 
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 緩 急 谷 直線 尾根 凸 等斉 凹 

緩   0.05  0.30  0.10    

急     0.10  0.10    

谷 0.05      0.05+0.2   

直線         

尾根 0.30  0.10    0.10    

凸 0.05 0.10 0.20+0.05   0.10     

等斉         

凹         

コラムスコア 0.40 0.20 0.30 0.00 0.50 0.50 0.00 0.00 

コラムスコアの平均値 0.24 配分スコアの平均値 0.15 

コラムスコアのしきい値 0.36 配分スコアのしきい値 0.23 

 

 

緩 急 谷 直線 尾根 凸 等斉 凹 

緩         0.30        

急           

谷       0.25     

直線           

尾根 0.30          

凸           

等斉           

凹                 

コラムスコア 0.40    0.50 0.50   

表－6.4 表－6.1 の例から作成された組合せ表としきい値 

表－6.5 表 6.4 でしきい値以上であった配分セル 
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6.3 解析結果 

6.3.1 地形属性に関する地形的特徴 

重要度と削除した属性との関係を結論部ごとに図－6.1 に示す。幹線の開設地点では対象地によって

ばらつきはあるものの，どの地域でも平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の鉛直形状，下部の傾斜は重要

度が 0.5 以上であり，それらの属性の平均値は，0.8 前後と高い。このことから，これら 4 属性が幹線

の開設地点の判別に強い影響を与えている属性であり，次に影響を与えている属性は平均値が 0.4 であ

る崖錐であることが分かる。しかし，崖錐の重要度を対象地別にみると，ゴショの森や滝向では高いも

のの，大紀や井ノ谷山では低く，対象地によって重要度が大きく異なることが分かる。また，0 次谷や

過去の崩壊では，滝向の 0 次谷の 0.7 を除いて，どの地域も重要度は低い結果であった。 

次に支線の開設地点では，大紀の斜面の鉛直形状と西原の下部の傾斜以外では，幹線の開設地点と同

様に平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の鉛直形状，下部の傾斜の 4 属性の平均値は 0.7～0.8 と高い。こ

のことから，これら 4 属性が判別に強い影響を与えている属性であり，次に影響を与えている属性は崖

錐，0 次谷や過去の崩壊であることが分かる。また，崖錐や過去の崩壊は幹線と比較して，平均値は高

く，また対象地による重要度の差は少ないことから，幹線に比べるとこれらの属性はある程度，判別に

影響を与えている。 

最後に作設されていない地点では，上述した 4 属性の平均値は 0.6～0.7 の範囲にあり，幹線の開設地

点や支線の開設地点と比較して低い。しかし，残りの 3 属性は重要度が 0.5 を越える地域はないことか

ら，これら 4 属性が作設されていない地点の判別に強い影響を与えている。 

ここから，どの結論部でも判別に強い影響を与えている属性は，平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の

鉛直形状，下部の傾斜の 4 つであった。そこで，それら 4 属性が開設地の選定にどの程度，利用されて

いるかを明らかにするために，それら 4 属性のみを用いたときの判別割合 4D を算出し，その値と全属

性を用いたときの判別割合 aD との比を計算した。その結果を図－6.2 に示す。図－6.2 より，作設され

ていない地点では 0.4 の葛城山と 0.5 の松井田以外の地域で 0.7 以上となり，幹線の開設地点では 0.5

の宮ノ谷以外の地域で 0.7～0.8 となった。つまり，幹線の開設地点や作設されていない地点において，

4 属性を用いて判別できるデータは，全属性を用いて判別できる割合の 7 割以上であり，4 属性の影響

度が高いことが確認できる。一方，支線の開設地点ではゴショの森以外の地域では幹線の開設地点や作

設されていない地点よりも低く，その値は 0.4～0.6 を示していることから，支線の開設地点においては

4 属性以外にも判別に影響を与えている属性があることが確認できた。 
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図－6.1 各属性の重要度 

上左図：幹線の開設地点，上右図：支線の開設地点 

下図：作設されていない地点 
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6.3.2 地形カテゴリーに関する地形的特徴 

コラムスコア法によって得られた結果を表－6.6～6.8 に示す。半数以上の地域で共通となったカテゴ

リーは，幹線の開設地点（表－6.6）では平均傾斜のやや緩，やや凸，平均傾斜の緩，鋭い谷，広い尾根，

下部の傾斜の緩，鋭い尾根の 7 種類，支線の開設地点（表－6.7）では 0 次谷の無，平均傾斜のやや緩

い，中，下部の傾斜の中の 3 種類，作設されていない地点（表－6.8）では平均傾斜の緩，鋭い谷，等

斉の 3 種類となった。この結果から，幹線の開設地点と作設されていない地点とでは半数以上の地域で

抽出されたカテゴリーは，各結論部の判別に強い影響を与えている 4 属性に含まれていたが，支線の開

設地点ではその 4 属性以外の 0 次谷の無もあることがわかった。 

 

図－6.2 結論部別の

aD

D 4  

D
4
 /
D

a
 



 93 

轟山 井ノ谷山 重木山 葛城山 松井田 落合 滝向 大紀 キビジリ ゴショの森 宮ノ谷 西原 合計

緩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

やや緩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

中 ○ ○ 2

やや急 ○ ○ 2

急 0

鋭い谷型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

広い谷型 0

直線型 0

広い尾根 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

鋭い尾根 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

凸型 ○ ○ 2

やや凸型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

等斉型 ○ ○ ○ ○ ○ 5

やや凹型 ○ 1

凹型 0

緩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

やや緩 ○ ○ ○ 3

中 ○ ○ ○ 3

やや急 ○ ○ 2

急 ○ ○ 2

無 ○ ○ 2

有 ○ ○ ○ ○ 4

無 ○ ○ ○ 3

有 ○ ○ 2

無 0

有 ○ 1

崖錐

0次谷

履歴

重要カテゴリー

平均傾斜

水平形状

鉛直形状

下部の傾斜

 

 

 

 

 

轟山 井ノ谷山 重木山 葛城山 松井田 落合 滝向 大紀 キビジリ ゴショの森 宮ノ谷 西原 合計

緩 ○ 1

やや緩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

やや急 ○ ○ ○ 3

急 ○ ○ 2

鋭い谷型 0

広い谷型 ○ ○ ○ ○ ○ 5

直線型 ○ 1

広い尾根 ○ ○ 2

鋭い尾根 ○ 1

凸型 ○ 1

やや凸型 ○ ○ ○ 3

等斉型 ○ ○ ○ ○ 4

やや凹型 ○ ○ ○ 3

凹型 ○ 1

緩 ○ ○ 2

やや緩 0

中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

やや急 0

急 ○ 1

無 ○ ○ 2

有 ○ ○ ○ 3

無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

有 ○ ○ ○ 3

無 ○ 1

有 ○ ○ 2

下部の傾斜

崖錐

0次谷

履歴

平均傾斜

水平形状

鉛直形状

重要カテゴリー

 

 

 

 

表－6.6 半数以上の地域で共通となったカテゴリー（幹線の開設地点） 

表－6.7 半数以上の地域で共通となったカテゴリー（支線の開設地点） 
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轟山 井ノ谷山 重木山 葛城山 松井田 落合 滝向 大紀 キビジリ ゴショの森 宮ノ谷 西原 合計

緩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

やや緩 ○ ○ 2

中 ○ ○ 2

やや急 ○ ○ 2

急 ○ ○ 2

鋭い谷型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

広い谷型 ○ 1

直線型 ○ ○ 2

広い尾根 ○ ○ 2

鋭い尾根 ○ 1

凸型 0

やや凸型 ○ 1

等斉型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

やや凹型 ○ ○ ○ 3

凹型 ○ ○ 2

緩 ○ ○ ○ 3

やや緩 ○ ○ 2

中 ○ ○ ○ ○ ○ 5

やや急 ○ ○ ○ 3

急 ○ ○ 2

無 ○ ○ ○ ○ 4

有 ○ ○ 2

無 ○ ○ ○ 3

有 ○ ○ ○ 3

無 ○ 1

有 0

重要カテゴリー

平均傾斜

0次谷

履歴

水平形状

鉛直形状

下部の傾斜

崖錐

 

 

 

次にこれらの表から，クラスター分析を用いて，共通性の高いカテゴリーが似通っている地域のグル

ープを作成し，そのグループが適用する地域を明らかにする。クラスター分析を行うにあたり，質的デ

ータを量的データに変換する必要があるため，すべての対象地に対して，重要となるカテゴリーを 1，

そうでないカテゴリーを 0 の 2 値変数に変換した。ここから，対象地を 2 地域取り出し，2 値変数が一

致していないカテゴリー数（非類似度）を計算し，これをすべての組み合わせ（したがって，本研究で

は 212C で 66 通り）に対して行った。このように算出した非類似度から非類似度行列（表－6.9）を作成

し，ウォード法によるクラスター分析を行った。なお，クラスター分析には，オーエムエス出版発行の

エクセル統計を用いた。 

 

 

 

 

 

 

表－6.8 半数以上の地域で共通となったカテゴリー（作設されていない地点） 
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轟山 井ノ谷山 重木山 葛城山 松井田 落合 滝向 大紀 キビジリ ゴショの森 宮ノ谷 西原

轟山 4 5 9 8 7 6 8 4 7 6 10

井ノ谷山 4 5 7 8 7 4 10 6 9 6 8

重木山 5 5 10 11 12 9 11 9 8 7 11

葛城山 9 7 10 9 6 7 7 9 12 11 7

松井田 8 8 11 9 9 8 10 6 9 8 8

落合 7 7 12 6 9 5 11 7 12 9 7

滝向 6 4 9 7 8 5 10 8 11 6 8

大紀 8 10 11 7 10 11 10 8 9 8 8

キビジリ 4 6 9 9 6 7 8 8 7 8 10

ゴショの森 7 9 8 12 9 12 11 9 7 9 9

宮ノ谷 6 6 7 11 8 9 6 8 8 9 10

西原 10 8 11 7 8 7 8 8 10 9 10  

 

 

まず，幹線の開設地点のクラスター分析の結果を図－6.3 に示す。幹線の開設地点では，2 つのクラ

スターに大別できた。1 つ目のクラスターは，西原，滝向，落合，葛城山の 4 地域（以下，クラスター

TA とする）となり，それ以外の 8 地域（大紀，ゴショの森，キビジリ，松井田，宮ノ谷，重木山，井

ノ谷山，轟山）が 2 つ目のクラスター（以下，クラスターTB とする）となった。両クラスターが適用

できる地域を把握するために，各クラスターの中で，共通性の高いカテゴリーと共通性が高くないカテ

ゴリーを選定した。共通性の高いカテゴリーは，表－6.6 から各クラスターの中で，半数以上の地域で

選ばれたカテゴリーとし，共通性の高くないカテゴリーは各クラスターの中で，どの地域でも共通性が

高いと判定されなかったカテゴリーとする。その結果（表－6.10），共通性の高いカテゴリーは，クラ

スターTA では平均傾斜の緩，やや緩，鋭い谷，広い尾根，やや凸の 5 種類で，クラスターTB では平均

傾斜の緩，やや緩，鋭い尾根，等斉，やや凸，下部の傾斜の緩の 6 種類であり，その中で両者に共通し

ているカテゴリーは，平均傾斜の緩，やや緩，鉛直形状のやや凸の 3 種類であった。一方，共通性の高

くないカテゴリーは，クラスターTA では平均傾斜のやや急，急，広い谷，直線，鋭い尾根，凸，等斉，

やや凹，凹，下部の傾斜のやや緩，中，崖錐の無し，過去の崩壊の無しの 13 種類で，クラスターTB は

平均傾斜の急，広い谷，直線，凹，過去の崩壊の無しの 5 種類であり，その中で両者に共通しているカ

テゴリーは，クラスターTB で抽出された平均傾斜の急，広い谷，直線，凹，過去の崩壊の無しの 5 種

類であった。図－6.1 では，平均傾斜，斜面の水平形状，斜面の鉛直形状，下部の傾斜の 4 属性が判別

に強い影響を与えていると判断されたが，表－6.10 からその中でも，全地域共通で幹線の開設地の判断

に用いられる共通性の高いカテゴリーとなったのは，平均傾斜が緩いことと，斜面の鉛直形状がやや凸

表－6.9 非類似度行列（幹線の開設地点） 
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な地形であった。さらに表－6.10 から，両クラスターでは共通性の高いクラスターである尾根の形状が

異なることや鋭い尾根や等斉斜面の重要度が逆転していることが分かる。このように結論部の判別に用

いられる共通性の高いカテゴリーに違いが生じた要因として，クラスターTA には四万十町以外の地域

が，クラスターTB には松井田と大紀以外は四万十町のみが含まれいることから，地域差による可能性

が示唆される。それは地質による違いおよびその違いから生じる作設方法の違いと予想される。 

平方距離

轟山

井ノ谷山

重木山

宮ノ谷

松井田

キビジリ

ゴショの森

葛城山

落合

滝向

西原

大紀

 

 

 

 

 

    共通性の高いカテゴリー 共通性が高くないカテゴリー 

クラスターTA のみ 鋭い谷，広い尾根 

やや急（平均），鋭い尾根，凸，等斉，やや

凹，やや緩（下部），中（下部），崖錐の無 

クラスターTB のみ 鋭い尾根，等斉，緩（下部）  

クラスターTA・TB に

共通 

緩（平均），やや緩（平均）， 

やや凸 

急（平均），広い谷，直線，凹，崩壊の無 

図－6.3 共通性の高いカテゴリーによるクラスター分析の結果（幹線の開設地点） 

表－6.10 クラスターTA と TB の特性 
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次に，支線の開設地点では 2 つのクラスターに大別できた（図－6.4）。1 つ目のクラスターは，西原，

大紀，重木山の 3 地域（以下，クラスターSA とする）となり，それ以外の 9 地域（宮ノ谷，キビジリ，

滝向，落合，ゴショの森，葛城山，井ノ谷山，松井田，轟山）が 2 つ目のクラスター（以下，クラスタ

ーSB とする）となった。共通性の高いカテゴリーは，クラスターSA では平均傾斜のやや緩，広い谷，

広い尾根，等斉，崖錐の無，0 次谷の有の 6 種類で，クラスターSB では平均傾斜の中，下部の傾斜の

中，0 次谷の無の 3 種類であり，その中で両者に共通しているカテゴリーは，1 つもなかった。一方，

共通性が高くないカテゴリーは，クラスターSA では平均傾斜の中，急，鋭い谷，直線，鋭い尾根，凸，

やや凹，凹，下部の傾斜のやや緩，やや急，崖錐の有，0 次谷の無，過去の崩壊の有の 13 種類で，ク

ラスターSB は平均傾斜の緩，鋭い谷，広い尾根，下部の傾斜のやや緩，やや急，急，崖錐の無，0 次

谷の有，過去の崩壊の無しの 9 種類であり，その中で両者に共通しているカテゴリーは，鋭い谷，下部

の傾斜の緩，やや急の 3 種類であった（表－6.11）。表－6.11 からクラスターSA とクラスターSB とで

平均傾斜の中や広い尾根，崖錐の無，0 次谷の無で両者の重要度が逆転していることが分かる。支線は

対象地全体に偏りなく開設されていることから，支線の開設地の地形的特徴は対象地全体の特性が表れ

ていると考えられる。このことから，これを考慮すると，このような特性の違いが生じた要因は対象地

全体の地形特性によるものと推測できる。そこで，対象地全体の地形特性のどの違いが，このような特

性の差を生じさせたかを明らかにするために，様々な地形因子の組合せをクラスター分析した。ある地

形特性の影響が図－6.4 の違いを生じさせる要因であるならば，そこから得られた樹状図と図－6.4 とは

類似すると考えられることから，得られた樹状図と図－6.4 とを比較した。その結果，斜面の鉛直形状(凸

型斜面，等斉斜面，凹型斜面)と水平形状（尾根型斜面，直線斜面，谷型斜面）の比率（表－6.12）から

得られた樹状図（図－6.5）が図－6.4 と類似していた。図－6.5 は 2 つのクラスターに大別でき，1 つ

目のクラスターは，西原，大紀，重木山と葛城山の 4 地域となり，それ以外の地域（宮ノ谷，キビジリ，

滝向，落合，ゴショの森，井ノ谷山，松井田，轟山の 8 地域）が 2 つ目のクラスターとなった。図－6.4

と図－6.5 とを比較すると，葛城山以外の地域は同じクラスターに大別されていることが分かる。この

ことから，支線の開設地点が 2 種類のクラスターに分類される要因は，斜面の鉛直形状と水平形状の比

率の可能性が考えられ，表－6.12 から凹型斜面の割合が 25%以下で，尾根型斜面が 24％以下の地域に

おける支線の判別に重要なカテゴリーはクラスターSA に，そうでない地域における支線の判別に用い

られる共通性の高いカテゴリーはクラスターSB になることが分かる。 
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轟山

井ノ谷山

重木山

宮ノ谷

松井田

キビジリ

ゴショの森

葛城山

落合

滝向

西原

大紀

平方距離  

 

 

 

 

 

 

        共通性の高いカテゴリー 共通性の高くないいカテゴリー 

クラスターSA のみ 

やや緩（平均），広い谷，広

い尾根，等斉，崖錐の無，0

次谷の有 

中（平均），急，直線，鋭い尾根，凸，やや凹，凹，崖錐

の有，0 次谷の無，崩壊の有 

クラスターSB のみ 

中（平均），中（下部），0 次谷

の無 

緩（平均），広い尾根，急（下部），崖錐の無，0 次谷の

有，崩壊の無 

クラスターSA・SB に

共通 

 鋭い谷，やや緩（下部），やや急  

図－6.4 共通性の高いカテゴリーによるクラスター分析の結果(支線の開設地点) 

表－6.11 クラスターSA と SB の特性 
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（セル内の値は%を示す） 

 

  水平形状 鉛直形状 

  尾根 直線 谷 凸型斜面 等斉斜面 凹型斜面 

キビジリ 27.9  45.4  26.7  30.9  32.9  36.2  

ゴショの森 26.4  49.3  24.3  26.9  41.7  31.4  

井ノ谷山 24.5  48.3  27.1  24.4  48.7  26.9  

宮ノ谷 28.1  45.7  26.2  30.7  36.2  33.1  

轟山 26.3  44.1  29.6  23.9  39.4  36.7  

重木山 21.7  55.0  23.3  21.5  51.7  26.9  

松井田 30.3  46.0  23.7  22.4  39.6  38.0  

西原 19.1  61.7  19.2  23.5  53.8  22.6  

大紀 18.9  63.6  17.4  17.4  60.8  21.8  

葛城山 23.3  56.1  20.6  22.6  52.8  24.6  

滝向 29.0  52.1  18.9  22.2  50.5  27.3  

落合 32.2  50.6  17.2  23.2  46.3  30.5  

図－6.5 水平形状と鉛直形状の比率によるクラスター分析の結果 

表－6.12 対象地ごとの水平形状と鉛直形状の比率 
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最後に，作設されていない地点のクラスター分析の結果を図－6.6 に示す。作設されていない地点で

は，3 つのクラスターに大別できた。1 つ目のクラスターは轟山，キビジリ，井ノ谷山，重木山，葛城

山，宮ノ谷，松井田の 7 地域，2 つ目のクラスターは大紀，西原の 2 地域，3 つのクラスターはゴショ

の森，滝向，落合の 3 地域になった。しかし，これらを幹線や支線と同様に分析したものの，明確な特

性を得ることができなかった。本研究では森林作業道が作設されていない地点を結論部と設定したため，

そこから得られる条件にはたまたま森林作業道が開設していなかったことで得られた地形条件と，実際

に設計者が開設地として避けたことで得られた条件の 2 種類が抽出されてしまう。明確な違いを得るこ

とができなかったのは，上述した偶然抽出された条件によるものであると考えられる。そこで，本研究

では偶然抽出された条件をふるいに掛けるため，表－6.18 で半数以上の地域で共通性の高いカテゴリー

とし，その結果，図－6.1 に示した 4 属性に含まれており，平均傾斜の緩，鋭い谷，等斉の 3 種類が作

設されていない地点を判断する上で重要となるカテゴリーとなった。 

 

 

轟山

井ノ谷山

葛城山

松井田

宮ノ谷

大紀

滝向

落合

キビジリ

西原

重木山

ゴショの森

平方距離平方距離

 

図－6.6 共通性の高いカテゴリーによるクラスター分析の結果（作設されていない地点） 

0 20 40 60 
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6.3.3 地形カテゴリーの組合せに関する地形的特徴 

実際に作成した組み合わせ表を表－6.13 に示す。ただし，表－6.13 では配分スコア，コラムスコアが

しきい値以上であったもののみ記載している。表－6.13 から抽出される共通性の高いカテゴリーの組み

合わせを表－6.14 に示す。同様に対象路網ごとに共通性の高いカテゴリーの組合せを抽出した。 

カテゴリーの組合せ数は幹線の開設地点では 8～17 個，支線の開設地点では 17～37 個，作設されて

いない地点では 18～48 個得られた。ここから，共通性の高いカテゴリーの組合せの地形的特徴を明ら

かにするために，非類似度行列を作成して，クラスター分析を行い，似通ったグループごとに分類した。

その結果を図－6.7～6.9 に示す。幹線の開設地点では葛城山，大紀，落合，滝向，西原の 5 地域（以下，

クラスターUA とする）とその他の 7 地域（ゴショの森，キビジリ，松井田，宮ノ谷，重木山，井ノ谷

山，轟山をクラスターUB とする）との 2 つのクラスターに，支線の開設地点では西原，大紀，重木山

の 3 地域（以下，クラスターVA とする）とそれ以外の 9 地域（宮ノ谷，キビジリ，滝向，落合，ゴシ

ョの森，葛城山，井ノ谷山，松井田，轟山を以下クラスターVB とする）との 2 つのクラスターに大別

できた。作設されていない地点では，井ノ谷山，轟山の 2 地域と重木山，葛城山，キビジリ，落合，滝

向の 5 地域，松井田，西原，ゴショの森，大紀，宮ノ谷の 5 地域の 3 つのクラスターに大別できた。幹

線の開設地点と支線の開設地点にともに，図－6.3，6.4 と同様の樹状図であることから，2 クラスター

に大別できたのは，幹線の開設地点は作設方法の違いが，支線は斜面の水平形状と鉛直形状の比率が要

因であると考えられる。一方，作設されていない地点は図－6.6 とは類似していなかった。これはたま

たま森林作業道が開設していなかったことで得られた地形条件の影響を排除できなかったためと考え

られる。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 102 
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0.01

0.01 0.02 0.01

0.03 0.02 0.02 0.02

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

履歴

無

有

コラムスコア

崖錐

無

有

0次谷

無

有

下部の傾

斜

緩

やや緩

中

やや急

急

鉛直形状

凸型

やや凸型

等斉型

やや凹型

凹型

有 無 有

平均傾斜

緩

やや緩

中

やや急

急

急 無 有 無緩

やや

緩

中

やや

急

やや凸

型

等斉型

やや凹

型

凹

型

直線

型

広い尾

根型

鋭い尾

根型

凸

型

崖錐 0次谷 履歴

緩 やや緩 中

やや

急

急

鋭い谷

型

広い谷

型

平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の傾斜

水平形状

鋭い谷型

広い谷型

直線型

広い尾根型

鋭い尾根型

    

    

    

    

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

傾斜 水平 鉛直形状 下部 崖錐 0 次谷 過去の崩壊 

やや緩 鋭い谷 等斉 緩 無 無  

やや緩 広い尾根 等斉 緩 無 無  

やや緩 広い谷 等斉 緩 無 無  

緩 鋭い谷 等斉 緩 無 無  

緩 広い尾根 等斉 緩 無 無  

緩 広い尾根 やや凹 緩 無 無  

緩 広い尾根 やや凹   無  

緩 広い尾根 やや凸   無  

緩 広い谷 等斉 緩 無 無  

緩 広い谷 やや凹 緩 無 無  

緩   等斉 緩 無     

表－6.13 組み合わせ表（幹線の開設地点のキビジリ） 

ただし，表中の黒いセルには数値が入らないことを示す 

表－6.14 表-6.13 で重要となるカテゴリーの組み合わせ 
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図－6.8 共通性の高いカテゴリーの組み合わせによるクラスター分析の結果（支線の開設地点） 

図－6.7 共通性の高いカテゴリーの組み合わせによるクラスター分析の結果（幹線の開設地点） 
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結論部の判別に必要な選定条件を明らかにするために，幹線の開設地点と支線の開設地点では当該ク

ラスターに含まれる地域から抽出された共通性の高いカテゴリーの組み合わせを含んでいる地域数を

算出し，その値が当該クラスター内にある地域の半数以上であれば，そのカテゴリーの組み合わせを当

該クラスターにおける選定条件とした。クラスターUA 内にある地域から抽出された共通性の高いカテ

ゴリーの組み合わせの中で，半数以上の地域で共通していた組み合わせは 9 種類，クラスターUB 内で

は 6 種類，クラスターVA では 4 種類，クラスターVB では 8 種類となった（表－6.15）。なお，表－6.15

内にある*は，結論部を判別するのに必要ではない属性，つまりその属性はどのような値または形状で

あっても構わないことを示している。表－6.15 から，両クラスターとも平均傾斜，斜面の水平形状，斜

面の鉛直形状，下部の傾斜の 4 因子の組合せが中心であり，これは図－6.1 と一致する。表－6.15 から，

クラスターUA での幹線の開設地の選定条件は，平均傾斜のやや緩と斜面の水平形状の鋭い谷または広

い尾根の組み合わせが中心となっており，クラスターUB では平均傾斜の緩またはやや緩いと斜面の水

平形状の鋭い尾根との組み合わせが中心となっていることが分かる。一方，クラスターVA での支線の

開設地の選定条件は平均傾斜のやや急と斜面の鉛直形状の等斉の組み合わせが中心となっており，クラ

スターVB では平均傾斜の中と斜面の水平形状の広い谷または広い尾根，平均傾斜のやや急と斜面の水

平形状の広い谷との組み合わせが中心となっていることが分かった。 

図－6.9 共通性の高いカテゴリーの組み合わせによるクラスター分析の結果（作設されていない地点） 
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平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の斜面 崖錐 0次谷 過去の崩壊

やや緩 鋭い谷 凸 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い谷 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い谷 やや凹 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 広い尾根 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 広い尾根 等斉 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 広い尾根 凸 ＊ ＊ ＊ ＊

中 広い尾根 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

＊ 広い尾根 凸 ＊ ＊ ＊ ＊

＊ 広い尾根 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

緩 鋭い尾根 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い尾根 凸 中 ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い尾根 凸 やや急 ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い尾根 やや凹 やや緩 ＊ ＊ ＊

やや緩 鋭い尾根 やや凹 緩 ＊ ＊ ＊

＊ 鋭い尾根 凸 やや緩 ＊ ＊ ＊

やや急 鋭い谷 等斉 ＊ ＊ 有 ＊

やや急 広い谷 等斉 ＊ 無 ＊ ＊

やや急 直線 等斉 ＊ 無 ＊ ＊

やや急 広い尾根 等斉 ＊ 無 ＊ ＊

中 広い谷 やや凸 中 ＊ ＊ ＊

中 広い谷 等斉 中 ＊ ＊ ＊

中 広い谷 やや凹 緩 ＊ ＊ ＊

中 広い尾根 やや凹 中 ＊ ＊ ＊

中 広い尾根 緩 ＊ ＊ ＊

やや急 広い谷 やや凸 やや急 ＊ ＊ ＊

やや急 広い谷 等斉 緩 ＊ ＊ ＊

やや急 広い谷 やや凹 中 ＊ ＊ ＊

クラスターUB

選定基準

クラスターUA

クラスターVA

クラスターVB

    

    

 

一方，作設されていない地点では，そこから得られる条件にはたまたま作業道が開設してなかったた

めに，抽出された地形条件と実際に設計者が開設地として避けたことで得られた地形条件（開設不適地）

の 2 種類が抽出されてしまう。開設不適地はどの森林作業道でも得ることができる，すなわち共通性が

高いと考えられることから，対象地の半数以上の地域で抽出された条件を開設不適地の地形条件と考え，

それを抽出した。表－6.16 から得られた条件は 6 種類であり，鋭い谷と等斉の組合せに関する条件が 2

種類，崖錐に関する条件が 3 種類，0 次谷に関する条件であった。表－6.8 で得られた共通性の高いカ

テゴリーは，平均傾斜の緩，鋭い谷，等斉の 3 種類であったが，開設不適地の地形条件にはこの 3 種類

以外にも平均傾斜の急や崖錐の有，0 次谷の有があることが分かった。 

以上のことから，熟練の技術者の経験的知識によって行われている選定条件の中で，開設地の判別に

持ち入れれる共通性の高い条件を明確にした。幹線の開設地の選定で持ち入れれる共通性の高い条件は

表－6.15 各クラスターでの選定基準 

*はどのようなカテゴリーでもよいことを示している 

* 
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地域によって 2 つに分類でき，１つは平均傾斜のやや緩と斜面の水平形状の鋭い谷または広い尾根の組

み合わせが中心であり，もう一方は平均傾斜の緩またはやや緩いと斜面の水平形状の鋭い尾根との組み

合わせが中心であった。また，支線の開設地の選定で用いられる共通性の高い条件は斜面の水平形状と

鉛直形状の比率によって 2 つに分類でき，凹型斜面の割合が 25%以下で，尾根型斜面が 24％以下の地

域では平均傾斜のやや急と斜面の鉛直形状の等斉の組み合わせが中心であり，そうでない地域では平均

傾斜の中と斜面の水平形状の広い谷または広い尾根，平均傾斜のやや急と斜面の水平形状の広い谷との

組み合わせが中心であった。開設不適地では，全地域共通の 6 つの地形条件を得ることができた。 

 

 

 

    

＊有＊急やや凸広い谷急

＊＊有＊凹＊急

＊＊有＊凹＊やや急

＊＊有＊凹＊中

＊＊＊やや緩等斉鋭い谷やや緩

＊＊＊緩等斉鋭い谷緩

過去0次谷崖錐下部鉛直水平平均傾斜

選定基準

＊有＊急やや凸広い谷急

＊＊有＊凹＊急

＊＊有＊凹＊やや急

＊＊有＊凹＊中

＊＊＊やや緩等斉鋭い谷やや緩

＊＊＊緩等斉鋭い谷緩

過去0次谷崖錐下部鉛直水平平均傾斜

選定基準

    

    

    

    

    

    

    

 

6.4 共通性の高い条件と経験的知識との比較 

ここでは，経験的知識に基づいて，作業道の開設地を選定して作設している代表例として，葛城山や

西原の大橋式作業道（大橋ら 2007）と，四万十町の四万十式作業道（田邊ら 2007）とを取り上げ，

それらの選定条件を明確にする。大橋式作業道（大橋ら 2007）は，尾根に幹線を開設することを基本

としており，まず谷から開設していき，「タナ」地形を選択しながら，等高線に沿って尾根に達すると

表－6.16 開設不適地で重要となるカテゴリーの組合せ 
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している。これを大橋式作業道の葛城山と西原が含まれているクラスターUA の選定条件と比較すると，

クラスターUA の選定条件は，平均傾斜のやや緩いと斜面の水平形状の鋭い谷または広い尾根，斜面の

水平形状の広い尾根と斜面の鉛直形状のやや凸の組み合わせである。すなわち，大橋式作業道において

開設適地といわれている谷と尾根は，ここで分類したカテゴリーのうち，鋭い谷と広い尾根に対応する。

このように，鋭い谷，広い尾根，平均傾斜，斜面の鉛直形状の組み合わせによって，大橋式作業道の経

験的知識による選定条件を説明することが可能である。 

一方，四万十式作業道（田邊ら 2007）は，幹線の開設地として，尾根を勧めており，谷をなるべく

避けるようすべきとしている。これを四万十町の地域がすべて含まれるクラスターUB の選定条件と比

較すると，谷はなく，鋭い尾根が条件である。すなわち，四万十式作業道の開設適地である尾根は，こ

こで分類したカテゴリーの鋭い尾根に対応する。このように，鋭い尾根と平均傾斜や斜面の鉛直形状の

組み合せによって，四万十式作業道の経験的知識による選定条件を説明することが可能である。 

一方，大橋式作業道や四万十式作業道では両者ともに崖錐や 0次谷を避けるべきとしている。表－6.16

の開設不適地の選定で重要となる条件の中で，崖錐に関する条件が 3 種類，0 次谷に関する条件が 1 種

類含まれており，大橋式作業道や四万十式作業道で避けるべき地形は，これらの条件のことを示してい

ると考えられる。 

以上から，経験的知識のうち，幹線の選定条件では平均傾斜や斜面の水平形状と鉛直形状の組み合わ

せであることが，支線の選定条件では崖錐は他の地形因子との組み合わせで必要であることが分かった。

しかし，経験的知識による選定条件は，流れ盤や受け盤，リニアメントといった地質の構造や地下水の

流路，湧水点といった地下水の動態も考慮していることから，上述した選定条件だけでなく，他の因子

も分析する必要がある。 

 

6.5 まとめ 

ラフ集合理論から抽出した選定条件から，熟練した技術者が選定で必要とされる地形因子やカテゴリ

ー，そのカテゴリーの組合せを明らかにすることができた。これらの結果によって，感覚的であった森

林作業道の適地，不適地の選定が容易に行えることが期待できる。しかし，この得られた条件が明らか

となった地域でも適用できるかは明らかになっていない。そこで，第七章では第六章で得られた共通性

の高いカテゴリーの組合わせ（条件）の適用可能性について検討する。 

また，本研究の目的は各技術者の経験的知識を明確にすることであり，明確になった条件が物理的に

堅固な場所であるかは明らかにできていない。そのため，今後の課題としては得られた地形条件が実際，
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物理的に堅固な場所であるか検証する必要がある。 
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7章 選定条件の適用可能性 

7.1 はじめに 

経験的知識によって行われる森林作業道の開設地の選定条件を明らかにするために，第六章では熟練

した技術者が判別に用いている条件を明らかにし，さらにクラスター分析することで，その条件を 2 つ

のグループに大別し，さらにそれぞれの適用できる地域を明らかにした。しかし，この得られた条件に

該当する地点に実際の森林作業道が開設されているかどうかは分かっていないとともに，大別できた 2

つのグループはラフ集合理論に適用した 12 森林作業道から得られたものであり，他のどの地域にも適

用できるかについては明らかになっていない。経験の浅い技術者が容易に森林作業道の設計を行うには，

この得られた条件の適用可能性について検討する必要がある。そこで，本章では選定条件の抽出に用い

た 12 森林作業道を対象に，第六章で得られた条件を再度適用し，各条件に該当する地点に森林作業道

が開設されているかを表す選択性を明らかにするとともに，選定条件に用いていない 2 森林作業道を対

象に条件を適用し，各条件の汎用性を明らかにすることを目的とする。 

 

7.2 評価方法 

まず，本章では第六章で得られた条件に該当する地点を候補地と定義し，幹線および支線の候補地を

森林作業道の開設適地の候補地，開設不適地の候補地を開設不適地の候補地と表わす。 

7.2.1 選択性の評価方法 

開設適地の候補地が実際の森林作業道の開設地として，選ばれている場合，対象地全体に対する開設

適地の候補地の割合よりも開設適地の候補地に森林作業道が開設されている割合の方が大きくなると

考えられる。一方，開設不適地の候補地が森林作業道の開設できない場所として，避けられている場合，

開設不適地の候補地に森林作業道が開設されている割合は 0 で，対象地全体に対する開設不適地の候補

地の割合よりも開設不適地の候補地に森林作業道が開設されている割合は小さくなると考えられる。こ

のことから，対象地全体に対する各候補地の割合と各候補地に森林作業道が開設されている割合から，

各候補地の選択性を評価する。 

抽出した条件に該当する地点の抽出方法は，これまでと同様に ArcGIS を用いて，10 m メッシュご

とに行い，ラフ集合理論に用いた 12 森林作業道を対象に選択性の評価を行う。 
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7.2.2 汎用性の評価方法 

汎用性が高い場合，第六章で得られた地域に条件を適用しても，選定条件の抽出に用いた 12 森林作

業道と同様の選択性を示すと考えられる。そこで，ここでは第六章で得られた条件を選定条件に適用し

ていない森林作業道に適用し，対象地全体に対する各候補地の割合と各候補地に森林作業道が開設され

ている割合を算出し，その割合と選定条件の抽出に用いている 12 森林作業道から得られた割合から，

汎用性を評価する。汎用性の検証に用いる森林作業道は，第五章で示した森林作業道の 5 つの条件を満

たす高知県土佐山田と山梨県上帯那の 2 地域（図－7.1，7.2）とする。両対象地の概要を表－7.3 に示

す。表－7.1 から，対象地の傾斜は約 27 度であり，それぞれに該当するクラスターは上帯那の幹線では

クラスターUA，支線ではクラスターVA，土佐山田の幹線ではクラスターUB，支線では VB である。 

 

 

 

 

 

対象地 面積 路網密度 傾斜 

適用 

クラスター 

  （ha) （m/ha） （度） 幹線 支線 

山梨県 上帯那 114.0 81.7 27.1 UA VＡ 

高知県 土佐山田 391.6 105.0 27.8 UB VB 

 

図-7.1 適用可能性の検証に用いる対象地の概要 
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図－7.1 土佐山田の路網の平面図 

図－7.2 上帯那の路網の平面図 
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7.3 分析結果 

7.3.1 選択性の評価 

まず，開設適地がどの程度，存在しているかを明らかにするために，対象地全体に対する幹線と支線

の候補地の割合を示す（図－7.3）。図－7.3 から幹線の候補地は全体の 1～8 ％，支線では 6～20 ％，

開設不適地では 0.1～6 %の範囲になった。開設不適地の割合が低いのは，開設不適地の条件数が 6 と少

ないことと，全体に対する 0 次谷や崖錐の割合はもともと小さためであると考えられる。次に，森林作

業道総延長に対する各候補地に作設された森林作業道の割合を図－7.4 に示す。図－7.4 から，幹線の候

補地は 1～15 ％，支線では 15～30 ％，開設不適地では 1 ％の滝向を除いて，他の地域では 0％にな

っていた。 

開設適地の選択性を明らかにするために，両者の比率（表－7.2）の差の検定を有意水準 5 ％で行っ

たところ，重木山，宮ノ谷，大紀の幹線の候補地と松井田，西原の支線の候補地以外で有意差を得た。

有意差を得た割合の中で，大紀の支線の候補地以外は森林作業道総延長に対する割合の方が対象地全体

に対する割合より高いことから，多くの地域で熟練した技術者は開設適地の候補地を選択していること

が分かる。一方，開設不適地の選択性は，森林作業道総延長に対する開設不適地の候補地に作設された

森林作業道の割合が滝向以外で 0 ％であり，その滝向も 1%であることから，開設不適地の候補地に森

林作業道が開設されていないことが分かる。 

以上のことから，有意差を得られなかった地域や森林作業道総延長に対する割合の方が有意に低い地

域もあったが，多くの地域では開設適地の候補地を熟練した技術者は選択しており，また開設不適地の

候補地を選択していないことが分かった。 
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図－7.3 対象地全体に対する各候補地が占める割合 

図－7.4 森林作業道総延長に対する各候補地を通過する作業道の割合 
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轟山 2.6 9.8

*

13.5 27.7

*

井ノ谷山 5.9 12.4

*

16.1 26.9

*

重木山 6.8 6.7 19.7 24.0

*

葛城山 1.2 2.0

*

15.5 19.5

*

松井田 8.5 15.4

*

13.2 12.9

落合 1.8 3.4

*

8.9 16.1

*

滝向 1.5 2.6

*

9.7 17.1

*

キビジリ 4.6 10.3

*

11.0 17.8

*

ゴショ 6.7 10.7

*

19.9 29.3

*

西原 1.6 2.4

*

16.2 15.7

宮ノ谷 1.2 1.3 15.3 18.9

*

大紀 1.0 1.2 11.5 7.9

*

幹線の候補地 支線の候補地

全体に対する

割合（%）

森林作業道に

対する割合(%)

全体に対する

割合（%）

森林作業道に

対する割合(%)

 

 

 

 

7.3.2 汎用性の評価 

まず，開設適地の候補地に森林作業道が開設されている割合と対象地全体に対する開設適地の候補地

の割合との関係を図－7.5 に示す。なお，図－7.5 中の丸で示したのが汎用性の検証に用いた上帯那と土

佐山田のデータとなる。この図から，幹線，支線に関わらず，ラフ集合理論に用いた 12 森林作業道と

汎用性の検証に用いた 2 森林作業道は同じ範囲にある。さらに，ラフ集合理論に適用していない 2 地域

でも森林作業道総延長に対する割合が高く，選択性で得られた有意差を得ている（表－7.3）。このこと

から，開設適地の汎用性は高いと考えられる。次に，開設不適地の候補地に森林作業道が開設されてい

る割合を図－7.6 に示す。図－7.6 より，汎用性に用いた 2 地域において，土佐山田では 0%なっており，

候補地に森林作業道が開設されていないが，上帯那では 5%ではあるものの，候補地に森林作業道が通

過している。そこで，上帯那において，どこの開設不適地の候補地に森林作業道が通過しているかを明

らかにするために，森林作業道と開設不適地の候補地との位置関係を図にしたところ（図－7.7），候補

地を通過している森林作業道は丸で囲ってある 2 つの路線であった。そこで，この 2 つの路線の作設理

由を明らかにするために，設計者に聞き取り調査を行ったところ，この 2 つの路線は設計者が開設する

以前からあったもので，設計者自身が開設したものではないことが明らかとなり，さらにもしこの 2 つ

の路線がなければ，設計者はこのような場所には森林作業道を作設しないことがわかった。このことか

表-7.2 候補地別の全体に対する割合と森林作業道に対する割合 

      

*

は有意水準 5 ％で有意差を得た地域
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ら，これら 2 本の路線を除いて通過した割合を算出したところ，割合は 5%から 0%に減少した。このこ

とから，開設不適地の汎用性は高いと考えられる。 
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図－7.5 対象地全体に対する開設不適地の候補地が占める割合 

表-7.3 汎用性の検証に用いた森林作業道での候補地別の全体に対する割合と

森林作業道に対する割合 

      

*

は有意水準 5％で有意差を得た地域
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図－7.7 上帯那での開設不適地の候補地と実際の森林作業道との位置関係 
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図－7.6 森林作業道に対する開設不適地の候補地が占める割合 
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7.4 開設適地の条件と抽出率との関係 

経験の浅い技術者でも容易に森林作業道の設計を行うには，開設には避けるべき地点と開設に適した

地点とを明確にすることがある。選択性の結果から，開設不適地の候補地は避けられていることが分か

ったが，開設適地の候補地は選択されているものの，森林作業道総延長に対する開設適地の候補地に作

設された森林作業道の割合は最大でも 30％であった。経験の浅い技術者でも容易に森林作業道の設計を

行うには，森林作業道総延長に対する開設適地の候補地に作設された森林作業道の割合が高いほうがよ

いと考えられる。この割合を高めるには，開設適地の候補地を増やす必要がある。これまで，クラスタ

ー分析によって大別したクラスター内の半数以上の地域で得られた条件を用いて，その割合を算出して

いた。そこで，ここではより条件数を増やすことでこの割合がどのように変化するかを明らかにし，そ

れらの条件を熟練した技術者は本当に選択しているかを明らかにする。分析に用いる幹線と支線の条件

は，クラスター分析で大別したグループの中で，複数の地域で共通となった条件とする。この条件に該

当する地点を候補地として抽出し，森林作業道総延長に対する開設適地の候補地に作設された森林作業

道の割合を算出する。さらに，対象地全体に対する新たに抽出した開設適地の候補地の割合と森林作業

道総延長に対する開設適地の候補地に作設された森林作業道の割合との比率の差の検定を行い，熟練し

た技術者はその条件を本当に選択しているかを明らかにする。 

まず，複数の地域で共通となった条件数（表－7.4）はクラスターUA で 4，クラスターUB で 3，ク

ラスターVA で 2，クラスターVB で 5 となった。対象地全体に対する幹線と支線の候補地の割合（図－

7.8）と各候補地に作設された森林作業道と森林作業道総延長との割合（図－7.9）に示す。なお，図中

ではクラスター内の半数以上の地域で得られた共通性の高い条件の場合の割合を主要条件と表し，複数

の地域で共通となった条件の場合の割合を追加条件と表している。幹線の候補地，支線の候補地ともに

条件を追加することによって，対象地に対する割合は増加している。さらに，森林作業道総延長に対す

る割合は，これまでは幹線では 1～15 ％，支線では 15～30％であったが，条件を追加することで，幹

線では 2～19％，支線では 17～40 ％になった。このことから，この割合は向上したものの，ラフ集合

理論とコラムスコア法で得た条件では 50 %以上にならないことが明らかになった。第四章のラフ集合

理論の適用可能性の検討の図－5.28 で示されているとおり，ラフ集合理論では幹線や支線の判別割合は

約 6 割であるため，この割合がラフ集合理論とコラムスコア法を用いた本研究の最大値になると考えら

れる。次に，追加した条件に該当する地点を開設地として，技術者は選択しているかを明らかにするた

めに，両者の比率（表－7.5）の差の検定を有意水準 5 ％で行った（表－7.5）。その結果，有意差がな

かった地域が多くあり，幹線の候補地の大紀では有意差はあるものの，森林作業道に対する割合の方が
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低くなっていた。 

以上のことから，複数の地域で共通となった条件を追加することによって，候補地に作設された森林

作業道と森林作業道総延長との割合の向上を目指したところ，その割合は向上したものの，それでも森

林作業道を開設できる地点の多くを見落としている。さらに，熟練した技術者は追加した条件に該当す

る地点を選択している傾向がない地域もあり，追加した条件は第五章で得られた共通性の高い条件ほど

熟練した技術者には選択されておらず，これがラフ集合理論とコラムスコア法を用いた本研究での開設

適地の検出率の限界であると考えれる。このことから，第六章で得られた共通性の高い条件において，

開設適地の候補地は開設地として選択され，不適地の候補地は避けられ，また両候補地の汎用性は高い

ことが確認できたが，表－7.3 で得た条件では，そのような選択性や汎用性は得ることができなかった。 

 

 

 

 

平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の傾斜 崖錐 0次谷 過去の崩壊

中 鋭い谷 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊

中 鋭い谷 凸 ＊ ＊ ＊ ＊

中 広い尾根 やや凹 やや緩 ＊ ＊ ＊

中 広い尾根 等斉 やや緩 ＊ ＊ ＊  

 

平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の傾斜 崖錐 0次谷 過去の崩壊

やや緩 鋭い谷 やや凹 緩 ＊ ＊ ＊

緩 鋭い谷 やや凸 やや緩 ＊ ＊ ＊

緩 鋭い尾根 やや凹 ＊ ＊ ＊ ＊  

 

平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の傾斜 崖錐 0次谷 過去の崩壊

緩 広い尾根 等斉 緩 ＊ ＊ ＊

やや緩 広い尾根 やや凸 ＊ ＊ ＊ ＊  

 

平均傾斜 水平形状 鉛直形状 下部の傾斜 崖錐 0次谷 過去の崩壊

中 直線 やや凹 中 ＊ ＊ ＊

やや急 直線 やや凹 やや急 ＊ ＊ ＊

緩 広い谷 やや凸 中 ＊ ＊ ＊

中 広い谷 やや凹 ＊ ＊ ＊ ＊

やや急 鋭い谷 やや凹 ＊ ＊ ＊ ＊  

 

表-7.4 追加する条件  

上表から順にクラスターUA，UB，VA，VB の条件を示している 
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図－7.8 追加条件での対象地全体に対する各候補地が占める割合 

図－7.9 追加条件での森林作業道に対する各候補地が占める割合 
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7.5 おわりに 

第六章で得られた共通性の高い条件の選択性と汎用性を評価した。その結果，開設適地に該当する地

点に森林作業道は開設されており，不適地に該当する地点には開設されていないことが，開設適地と不

適地の汎用性は高いことが分かった。これを用いることで，開設適地と不適地の候補地を図示すること

ができ，開設できる尾根や谷，できない尾根や谷を目視で理解できる。例えば，図－7.10 に示す轟山で

は標高が高いところにある主要な尾根があり，そこから標高が低いほうへつらなる支尾根が 2 つある。

その支尾根は幹線の候補地である緑のメッシュが多くつらなっている一方で，最も西にある谷では開設

不適地を示す赤のメッシュが多くある。このように開設適地と不適地の候補地を可視化することで，森

林作業道の開設地の目安ができ，これは経験の浅い技術者にとっては役立つものと期待される。 

表-7.5 候補地別の全体に対する割合と森林作業道に対する割合（条件追加時） 

      

*

は有意水準 5％で有意差を得た地域
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図－7.10 轟山における各候補地の位置図 
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8章 総括 

本研究の目的は，経験の浅い技術者でも森林作業道を容易に設計できることを目指して，経験的知識

が必要とされる作業効率の高い配置形状と崩壊しない最適な開設地の選定条件を明確にすることであ

る。そのために，平均搬出距離の算出理論式を導出し，そこから作業効率の高い配置形状の明確化を行

い，ラフ集合理論とコラムスコア法を用いて，崩壊しない堅固な開設地の選定条件の明確化を行った。

以下に研究を総括する。 

第二章では，搬出距離の確率分布関数とグラフ理論を導入して，循環や分岐のある路網の平均搬出距

離の算出理論式を導出した。その結果，各頂点の搬出距離とその頂点の次数および次数を構成する入次

数から平均搬出距離は算出できることが明らかになった。導出した式によって，現実のどの路網に対し

ても，路網全体の平均搬出距離の算出が可能となった。また，平均搬出距離が短い配置形状を明らかに

するために，はしご型路網モデルを構築し，そのモデルの利用可能性を評価した。その結果，はしご型

路網モデルは，現実の路網の平均搬出距離の推定に利用可能であり，平均搬出距離が短くなる配置形状

を明らかにするのに有効であることが分かった。 

第三章では，はしご型路網モデルにおいて平均搬出距離が短くなる配置形状を明らかにするために，

第二章で提示したモデルの特性を分析した。その結果，支線間隔や幹線本数が平均搬出距離に与える影

響は小さく，幹線の位置が平均搬出距離に最も強い影響を与えていることが分かった。ここから，平均

搬出距離が最も短くなるのは幹線が支線の中点を通る配置であり，最も長くなるのは幹線が支線の端点

を通る配置であることを示した。 

第四章では，配置形状と木材搬出経費との関係について，平均搬出距離最長の配置形状と最短の配置

形状とを用いて，木材搬出経費を試算した。その結果，100ha 当たりの木材搬出経費は，配置形状の間

で年間約 140 万円の差があることが分かった。 

第五章では，森林作業道開設地の選定条件の明確化に対して，ラフ集合理論が適用できるかを明らか

にするために，判別割合を算出し，算出したその割合からラフ集合理論の適用可能性を評価した。その

結果，判別割合は高く，経験的知識による森林作業道開設地の選定に対して，ラフ集合理論が有効であ

ることを示した。 

第六章では，コラムスコア法とクラスター分析を用いて，第五章で得られた地形条件の特徴を分析し

た。その結果，森林作業道の開設適地の地形的特徴には，当該地域の地質や尾根の比率から 2 パターン

あることを明らかにするとともに，森林作業道の不適地には，地域に関わらない共通の地形的特徴があ

ることを明らかした。これらの結果によって，感覚的であった森林作業道の適地，不適地の選定が容易
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に行えるようになった。 

第七章では，選定条件の抽出に用いた 12 森林作業道を対象に，第六章で得られた条件を再度適用し，

各条件に該当する地点に森林作業道が開設されているかを表す選択性を評価するとともに，選定条件に

用いていない 2 森林作業道を対象に条件を適用し，各条件の汎用性を評価した。その結果，多くの森林

作業道において，開設適地に該当する地点に森林作業道は開設されている一方，すべての森林作業道に

おいて，不適地に該当する地点には全く開設されていないことが分かった。また，汎用性の分析に用い

た 2 森林作業道でも同様の選択性の結果が示されたことから，開設適地と不適地の条件の汎用性が高い

ことが分かった。 

以上から，これらの結果を用いて，幹線魚骨型路網の開設適地と不適地を GIS 等によって，図示し，

可視化の経験が必要であった作業効率の高い配置形状の設定が簡単に行えるようになり，これは森林作

業道のすることは，経験の浅い技術者が開設適地と不適地を判断するに当たっての支援となる。すなわ

ち，長年配置計画の労力や時間，経費の削減，さらに安全性の向上に有効であると考えられる。 
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